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（一般会計）

第 １ 総 論

１．町政の目標と平成２５年度における主要施策

平成２５年度においては、国内の景気は緩やかに回復しつつあるが、世界経済の動向が不透明な状況にあり、

景気の回復は依然として厳しい状況となっている。

さらには、デフレの影響、雇用情勢の悪化懸念が残っている状況となっており、自主財源の根幹である町

税及び地方交付税の安定的な確保は、たいへん厳しい状況であり、平成２６年４月の消費税率引き上げなど

地方公共団体を取り巻く環境は先の見えない難しい状況となっており、引き続き財源確保は厳しさを増すこ

とが見込まれる。

このような状況下で、町財政の歳入につきましては、町税が企業の業績不振などにより法人町民税の法人

税割が減となり、また、固定資産税も減となったほか地方譲与税、県支出金等が減となり、地方交付税、各

種交付金、国庫支出金、繰入金が増加したものの、前年度と比較すると1億1,294万2千円、3.3％の減少
となりました。

一方、歳出におきましては、民生費が高齢者・障害者共生施設整備事業等により増となったほか、土木費

が道路新設改良事業や下水処理事業一部事務組合負担金等により増となったものの、消防費が防災行政無線

のデジタル化事業や消防ポンプ自動車整備事業の終了により大幅に減少し、前年度と比較すると6,409万1
千円、2.0％の減少となりました。
実質公債費比率は前年度より低下したものの、経常収支比率や将来負担比率は悪化しており、財政の硬直

化が進んでいます。

このため、平成２５年度におきましても前年度に引き続き、第４次長瀞町総合振興計画を着実に推進する

ため、多様化・高度化する住民ニーズや地域の課題に対して、限られた財源の中で様々な行政課題に取り

組み、事業の実施に当たっては、効率的な行財政運営と住民サービスの向上を目指して迅速かつ的確に対応

するため、事業の優先順位を決め、予算を効果的、重点的に集中させ、「はつらつ長瀞」の推進を図るため

諸施策を実施しました。

その主なものは次のとおりです。

（１）住民と行政の協働

【計画的な行財政運営】 厳しい財政事情の中、行政改革大綱・実施計画に基づき、効果的、効率的な行

財政運営と住民サービスの向上を目指して、徹底した行財政運営に努めた。また、さらなる少子・高

齢化及び災害対策など、大きく変化する社会情勢に対応していくため、第４次長瀞町総合振興計画後

期基本計画に基づき事業を推進した。

町民サービスの向上を図るため、毎月第１・３金曜日の夜間と毎月最終日曜日に一部窓口業務の開

庁を引き続き実施するとともに、町民のニーズに的確にすばやく対応するなど住民サービスの向上を

図るため、インターネットホームページを活用した行政情報サービスを実施した。

【まちづくり推進体制の整備】 町民の皆様のご提言を町政に反映させるため、「町への提案制度」の充

実を図った。また、あらゆる面で町民がまちづくりに参加できるよう、各種委員の公募制を実施した。

また、町民の自主的、主体的なまちづくり活動を支援する共催・後援事業を実施した。

【収納率の向上】住民への納税の利便性を向上させるため、コンビニ収納を実施するとともに、町税の納

期内納付を推進するため納税推進コールセンター業務を委託し、電話による納税の呼びかけを行った。

【定住自立圏構想】秩父地域１市４町で構成する「ちちぶ定住自立圏構想」について、広域的なメリット

を生かせる施策への取組みを推進した。

（２）快適な環境と暮らし

【交通体系の整備】 町民の生活環境の向上や交通の安全性の向上を図るため、町道の改良等を行うとと

もに、舗装修繕など道路の維持管理を行った。また、国、県道の改修整備について、国、県へ要望を
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行った。

【交通安全対策】 交通弱者である歩行者や自転車利用者の安全を確保し、交通事故を防止するため、道

路反射鏡、転落防止柵等の交通安全施設を設置した。

【若者定住促進対策】 定住人口の増加と地域の活性化を図ることを目的に、新たな住宅を取得する者に

対してその購入費用の一部を助成した。

【防犯・防災対策】 町民の安全な暮らしを守るため、町内の防犯灯の維持管理を行った。

防災対策として、台風や地震などの自然災害に備えた計画的な非常食等の災害発生時に備えるため、

備蓄品等の整備を実施した。

また、自主防災組織の活動に対して支援事業を実施し、その育成に努めた。

【自然環境の保全・景観形成】 町民をはじめ観光客の皆様にも花を楽しんでいただけるよう、花の応援

事業として、公共的な場所への花の提供や協力団体へ花や植栽に必要な資材の支給を実施した。

【環境衛生の推進】 皆野・長瀞上下水道組合における特定環境保全公共下水道事業を推進するとともに、

下水道認可区域外の生活排水対策を推進するため、浄化槽設置整備助成制度及び浄化槽市町村型整備

事業によりその普及に努めた。また、環境への負荷の少ないクリーンエネルギーの活用を普及するた

め、住宅用太陽光発電システムや高効率給湯器を設置する者に助成を行った。

福島第一原発事故により放射能が飛散したことから、町民の放射能不安を解消するため、町内１２

地点を各月で数値を測定し、ホームページで数値を公表した。

（３）健康福祉の向上

【高齢者福祉】 高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう、地域包括ケア、介護保険サー

ビスの充実を図るとともに、保健・福祉・介護サービス提供者との連携と協力に努めた。

また、地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金等を活用し、旧清流苑を解体し、高齢者と障害者

が利用できる施設「長瀞町高齢者障がい者いきいきセンター（いきいき館）」を設置した。

【障害者福祉】 障害者が可能な限り地域で自立した生活を送れるなど障害者のニーズに対応したサービ

スの提供を実施するため、障害者自立支援制度の推進を図った。また、重度心身障害者に対し、医療

費給付に係る一部負担金について助成し、重度心身障害者の福祉の増進を図った。

【児童福祉】 低年齢保育や時間外保育など多様化するニーズに対応した保育内容や受け入れ体制の充実

等保育の充実を図るとともに、保護者の仕事と子育ての両立を支援するため、放課後児童クラブ事業

の充実を図った。

子育ての不安や悩みなど、子育てに関する相談事業の充実を図るとともに、児童手当や子育て支援

金の支給を行った。また、こどもに対する医療費を支給することにより、子育て家庭の経済的負担を

軽減し、こどもの健全育成と福祉の増進を図った。

【健康なまちづくり】 自らの健康は自ら守るという、健康管理意識の高揚を図るとともに、特定健康診

査をはじめとした生活習慣病予防や各種がん検診、予防接種、母子保健事業等を実施した。

（４）産業振興施策

【農林業の振興】 地域に即した農業振興を実現するため、担い手となる認定農業者の育成を行い、経営

意欲の向上を図った。また、平成２６年２月に発生した大雪により被害を受けた営農者に対して、見

舞金を交付した。

宝登山山頂までの枯損木の除去及び除伐と下草刈りを実施し林の景観を整え、生物多様性の保全な

ど森林の持つ公益的機能を回復させ、観光資源としての価値を高め、地域住民の憩いの場とすること

を目的として実施した。

【商工業の振興】 商工業の経営安定と育成のため、商工会へ助成を行い、中小企業の支援策として、日

本政策金融公庫資金借入金に対する利子補給を行った。

また、町内産業の活性化及び町民の居住環境の向上を図るため、町民が町内業者を利用して住宅の

改修工事を行った場合に、申請に基づいて工事費の一部を助成した。

【魅力ある観光地づくり】 長瀞観光の広報宣伝を行うため、各種観光パンフレットの作成・配布、キャ

ンペーン等への参加により誘客、迎客対策を図った。
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また、桜並木、通り抜けの桜、野土山の桜等、及び公衆トイレの維持管理を行った。

（５）教育の充実

【学校教育】 児童・生徒が安心して学ぶことができるよう大規模改修工事（一小照明）をはじめ、学校

施設の整備を行った。また、学校コンピュータの整備や特別支援教育支援員等の配置により、教育環境

の充実を図った。

町内の小中学校に入学する際の家庭の経済的負担を軽減するとともに、児童生徒の健全な育成を支援

する「小中学校入学祝金」を引き続き支給した。

【生涯学習】 各種教室や講座を実施し、学習機会の提供に努めたほか、総合グラウンド改修（防球ネッ

ト、管理棟トイレ改修）工事をはじめ、公民館や体育施設・設備の修繕を実施した。

【学校給食】 学校給食の安心・安全な供給を行うため、食材の放射性物質測定検査の実施をはじめ、衛

生かつ安全な給食業務遂行のため、機器等の修繕のほか業務用給湯器、炊飯器出口ローラコンベアを

整備した。

また、保護者の経済的負担軽減のため、引き続き給食費の補助制度を実施した。
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２．町財政の概要

（１）歳入歳出の決算状況

平成２５年度における一般会計の決算は、次のとおりである。

歳入総額 ３３億１，５０１万７，１８８円

歳出総額 ３１億２，２１２万７，０８４円

歳入歳出差引額 １億９，２８９万１０４円

① 歳入決算額

歳入決算額は、前年度に比べ１１２，９４２千円、３．３％の減少となった。

内訳は、図表－１のとおりであり、増加した主なものは、株式等譲渡所得割交付金（対前年度比９６５．

１％）、配当割交付金（同８６．９％）、繰入金（同５５．３％）、諸収入（同３０．１％）、繰越金（同２３．

６％）、逆に減少した主なものは、財産収入（同△９３．３％）、寄附金（同△７３．２％）、町債（同△５

２．０％）、自動車取得税交付金（同△１３．２％）、利子割交付金（同△１１．１％）であった。

② 歳出決算額

歳出決算額は、前年度に比べ６４，０９１千円、２．０％の減少となった。

目的別内訳は、図表－２のとおりであり、増加したものは、土木費（対前年度比２７．５％）、民生費

（同１６．５％）、公債費（同９．０％）、衛生費（同４．２％）、逆に減少した主なものは、消防費（同△

５８．３％）、農林水産業費（同△７．６％）、総務費（同△６．１％）、労働費（同△５．９％）であった。

性質別内訳は、図表－３のとおりであり、増加した主なものは、維持補修費（対前年度比２２２．９％）、

貸付金（同１７．４％）、公債費（同９．０％）、補助費等（同６．３％）、逆に減少した主なものは、積立

金（同△４２．１％）、普通建設事業費（同△３２．３％）、人件費（同△０．７％）であった。

（２）公有財産の状況

平成２５年度末の公有財産（行政財産・普通財産）は、土地１８４，９３４㎡、建物３４，９６２㎡

であり、平成２５年度中の取得等の状況は、次のとおりである。

① 土 地

旧清流苑用地にいきいきセンターを建設したことに伴い駐車場用地を購入したため、２６７㎡増加し

た。埼玉県から蓬莱島を譲渡されたため、２８，６４０㎡増加した。また、道路拡幅のため、防火水槽の

土地が２８㎡減少し、平成２５年度中は、２８，８７９㎡増加した。

② 建 物

旧清流苑を取り壊し、３４６㎡が減少したが、いきいきセンターを建設し、２７９㎡増加したため、

平成２５年度中は、６７㎡減少した。

（３）基金の状況

① 財政調整基金は、平成２４年度末現在高５億９９０万２，４７８円であったが、１億２，５２１万９

千円を一般会計に繰入れ、８，５００万円を積み立てたため、平成２５年度末現在高は、４億６，９６

８万３，４７８円となった。

② 土地開発基金は、平成２４年度末現在高現金３，７０５万１５７円、土地２，４４２㎡であった。平

成２５年度は、積立及び取り崩しがなかったため、平成２４年度末現在高と同額の現金３，７０５万１
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５７円、土地２，４４２㎡である。

③ 減債基金は、平成２４年度末現在高１億１，６３４万３，４９８円であったが、２，０００万円を一

般会計に繰入れ、２万３千円を積み立てたため、平成２５年度末現在高は、９，６３６万６，４９８円

となった。

④ 地域福祉基金は、平成２４年度末現在高１９１万８千円であった。平成２５年度は、積立及び取り崩

しがなかったため、平成２４年度末現在高と同額の１９１万８千円である。

⑤ 長瀞町立学校図書購入基金は、平成２４年度末現在高７０万円であったが、５０万円を一般会計に

繰入れたため、平成２５年度末現在高は、２０万円となった。

⑥ ふるさと長瀞応援基金は、平成２４年度末現在高５１万円であったが、５１万円を一般会計に繰入れ、

３７万円を積み立てたため、平成２５年度末現在高は、３７万円となった。

基金運用状況表 （単位：千円）

（４）町債の状況

一般会計債の平成２４年度末現在高は、３２億６，５８９万１２６円であったが、２億５，８９０万

７，３９２円を元金償還し、２億１，９７７万円を借入れしたため、平成２５年度末現在高は、３２億

２，６７５万２，７３４円となった。

なお、町債会計款別、借入先別現在高は、図表－４のとおりである。

基 金 名
２４年度末

現 在 高
積 立 金 額 繰 入 金 額

２５年度末

現 在 高
備 考

財 政 調 整 基 金 509,903 85,000 125,219 469,684

土 地 開 発 基 金 37,050 0 0 37,050 現金所有分

減 債 基 金 116,343 23 20,000 96,366

地 域 福 祉 基 金 1,918 0 0 1,918

長瀞町立学校図書購入基金 700 0 500 200

ふ るさと長瀞応援基金 510 370 510 370

合 計 666,424 85,393 146,229 605,588



図表－１

区　　　　分 平成２５年度 構成比 平成２４年度 構成比 増減率

町 税 857,701 25.9 875,170 25.5 △ 2.0

地 方 譲 与 税 28,841 0.9 30,278 0.9 △ 4.7

利 子 割 交 付 金 1,536 0.0 1,728 0.1 △ 11.1

配 当 割 交 付 金 3,242 0.1 1,735 0.1 86.9

株式等譲渡所得割交付金 5,315 0.2 499 0.0 965.1

地 方 消 費 税 交 付 金 65,681 2.0 66,245 1.9 △ 0.9

ゴルフ場利用税交付金 14,452 0.4 13,978 0.4 3.4

自動 車 取 得税 交 付 金 11,352 0.3 13,083 0.4 △ 13.2

地 方 特 例 交 付 金 3,085 0.1 3,335 0.1 △ 7.5

地 方 交 付 税 1,180,882 35.6 1,144,439 33.4 3.2

交通安全対策特別交付金 1,078 0.0 1,092 0.0 △ 1.3

分 担 金 及 び 負 担 金 31,813 1.0 32,225 0.9 △ 1.3

使 用 料 及 び 手 数 料 27,026 0.8 27,998 0.8 △ 3.5

国 庫 支 出 金 238,669 7.2 202,721 5.9 17.7

県 支 出 金 164,935 5.0 181,186 5.3 △ 9.0

財 産 収 入 2,010 0.1 29,958 0.9 △ 93.3

寄 附 金 410 0.0 1,530 0.0 △ 73.2

繰 越 金 241,741 7.3 195,590 5.7 23.6

諸 収 入 69,249 2.1 53,217 1.6 30.1

町 債 219,770 6.6 457,800 13.4 △ 52.0

繰 入 金 146,229 4.4 94,152 2.7 55.3

合 計 3,315,017 100.0 3,427,959 100.0 △ 3.3

平成２５年度　一般会計歳入決算　対前年度比較

単位：千円、％
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図表－２

区　　分 平成２５年度 構成比 平成２４年度 構成比 増減率

議 会 費 42,615 1.4 44,776 1.4 △ 4.8

総 務 費 796,077 25.5 847,901 26.6 △ 6.1

民 生 費 812,442 26.0 697,295 21.9 16.5

衛 生 費 482,367 15.4 463,015 14.5 4.2

労 働 費 706 0.0 750 0.0 △ 5.9

農林水産業費 42,366 1.4 45,857 1.4 △ 7.6

商 工 費 33,045 1.1 32,143 1.0 2.8

土 木 費 175,909 5.6 137,916 4.3 27.5

消 防 費 151,643 4.9 363,779 11.5 △ 58.3

教 育 費 290,024 9.3 282,282 8.9 2.7

災 害 復 旧 費 0 0.0 0 0.0 0.0

公 債 費 294,933 9.4 270,504 8.5 9.0

諸 支 出 金 0 0.0 0 0.0 0.0

合 計 3,122,127 100.0 3,186,218 100.0 △ 2.0

平成２５年度　一般会計目的別歳出決算　対前年度比較

単位：千円、％
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図表－３

区　　　分 平成２５年度 構成比 平成２４年度 構成比 増減率

人 件 費 682,067 21.8 686,699 21.6 △ 0.7

普通建設事業費 269,014 8.6 397,326 12.5 △ 32.3

補 助 費 等 779,925 25.0 733,497 23.0 6.3

積 立 金 85,393 2.7 147,451 4.6 △ 42.1

公 債 費 294,933 9.5 270,504 8.5 9.0

物 件 費 330,018 10.6 318,195 10.0 3.7

扶 助 費 372,979 11.9 367,556 11.5 1.5

繰 出 金 255,012 8.2 246,809 7.7 3.3

投資及び出資金 0 0.0 0 0.0 0.0

維 持 補 修 費 49,406 1.6 15,301 0.5 222.9

貸 付 金 3,380 0.1 2,880 0.1 17.4

災 害 復 旧 費 0 0.0 0 0.0 0.0

合 計 3,122,127 100.0 3,186,218 100.0 △ 2.0

平成２５年度　一般会計性質別歳出決算　対前年度比較

単位：千円、％
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図表－４

町債の状況

１．会計款別現在高

（１）一般会計債
単位：千円

平成２４年度末 平成２５年度末

現 在 高 借入額 元金償還額 現 在 高

1 総 務 債 164,756 2,200 18,260 148,696

2 民 生 債 2,150 0 430 1,720

3 農 林 水 産 業 債 21,855 0 8,283 13,572

4 商 工 債 36,130 0 5,690 30,440

5 土 木 債 683,178 37,000 92,455 627,723

 （１）土　木　債 370,736 37,000 50,706 357,030

 （２）辺　地　債 232,696 0 33,507 199,189

 （３）住　宅　債 79,746 0 8,242 71,504

6 消 防 債 189,552 0 212 189,340

7 教 育 債 220,388 17,000 11,636 225,752

8 災 害 復 旧 債 389 0 287 102

 （１）土　木　債 262 0 262 0

 （２）農　林　債 127 0 25 102

9 減 税 補 て ん 債 100,305 0 22,127 78,178

10 臨時税収補てん債 16,664 0 3,201 13,463

11 臨 時 財 政 対 策 債 1,830,523 163,570 96,326 1,897,767

3,265,890 219,770 258,907 3,226,753

※減税補てん債、臨時税収補てん債、臨時財政対策債の元利償還金については、そ

　 の全額が、また辺地債、消防債、災害復旧債などは、その一部が普通地方交付税

　 （基準財政需要額）に算入されます。

区　　　分
平成２５年度

合　　　計
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（１）一般会計債 　

区　　分

財
政

融
資

資
金

旧
郵

政
公

社
資

金

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

市
中

銀
行

そ
の

他
の

金
融

機
関

共
済

組
合

そ
の

他

平
成

２
５

年
度

末
現

在
高

 ０．５％
以下

85,830 0 161,700 7,801 0 0 352,630 607,961

 １．０％
以下

353,057 0 124,970 66,170 650,105 0 66,010 1,260,312

 １．５％
以下

319,698 15,684 15,329 97,201 358,515 28,141 834,568

 ２．０％
以下

86,814 21,511 91,694 117,688 317,707

 ２．５％
以下

21,395 21,395

 ３．０％
以下

94,747 94,747

 ３．５％
以下

48,169 48,169

 ４．０％
以下

24,996 24,996

 ４．５％
以下

16,898 16,898

 ５．０％
以下

0

合　計 1,051,604 37,195 301,999 262,866 1,126,308 28,141 418,640 3,226,753

単位：千円
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第 ２ 歳入に関する事項

１．町税について

我が国の経済は、従来から抱えていた財政危機や長引くデフレ等に加え、東日本大震災に伴う原子力事故、

円高、欧州危機等が重なり、かつてない危機に直面しているが、政府の経済政策や海外経済の持ち直しにより

景気感の改善を受けて公共工事や建築に増加が見られたものの、製造業では企業の設備投資や経済利益の

計画が下方修正されるなど、景気は横ばいであった。

また、政府の政策により、大企業を中心として賞与増加への期待などによって消費マインドが改善し、個人

消費が上向き、加えて円安による輸出採算の回復や、平成２６年４月の消費税増税に伴う駆け込み需要の拡

大により、新車販売や新築住宅の着工が堅調に推移し、緩やかな持ち直しの動きが見られた。

こうした状況の中で、現年課税分の調定額は個人町民税では、景気の回復による波及効果が見られず、

個人所得が減少し、前年度比１．２％の減となり、法人町民税は景気後退により企業の業績が大幅に下降

したため、２８．６％の減となった。

固定資産税の現年課税分調定額は、評価替えの第２年度にあたり、土地については、引続き地価の下落傾

向が見られるため前年度比４．２％の減、家屋については、新増築があったため前年度比１．７％の増、償却

資産については、新規設備が少なく、減価償却による評価額の減少により前年度比０．９％の減となり、固定資

産税全体で前年度比１．３％の減となった。

これらの要因により、現年課税分の調定額合計は、８億５，１０２万６千円で前年度比△２．２％とな

った。また、滞納繰越分の調定額は、８，２８０万１千円で、前年度比△８．４％であった。

町税の収入済額は、現年課税分８億４，２０１万１千円で前年度比△１．７％、１，４３１万５千円の

減収となり、収納率は、９８．９％で前年度と比較して０．５ポイント上昇した。

滞納繰越分を含めた収入済額合計は８億５，７７０万１千円で前年度比△２．０％、１，７４６万９千円

の減収、収納率は９１．８％で前年度と比較して０．７ポイント上昇した。

また、時効の成立、滞納処分の停止等により権利、義務が消滅したものによるもので、徴収が不可能と

なった４９０万１千円について、不納欠損処分を行った。

◎町税収納状況（平成２５年度） （単位：千円：％）

税 目 調定額（Ａ） 前年対比 収入済額（Ｂ） 収納率Ｂ／Ａ 不納欠損額（Ｃ） 収入未済額（Ｄ）

現

年

課

税

分

１．町民税（個人） ３２９，０７６ △１．２ ３２６，１６５ ９９．１ 0 ２，９１１

（法人） ３２，９９４ △２８．６ ３２，８９４ ９９．７ 0 １００

２．固定資産税 ４２６，０２８ △１．３ ４２０，２３７ ９８．６ ６８ ５，７２３

交納付金 １，０６４ △２５．５ １，０６４ １００．０ ０ ０

３．軽自動車税 １８，３１５ ２．９ １８，１０２ ９８．８ 0 ２１３

４．たばこ税 ４３，５４９ ９．５ ４３，５４９ １００．０ ０ ０

計 ８５１，０２６ △２．２ ８４２，０１１ ９８．９ ６８ ８，９４７

滞

納

繰

越

分

１．町民税（個人） ３５，３３４ △２．４ ６，３３０ １７．９ １，６０１ ２７，４０３

（法人） １，７６７ △１７．７ ３０２ １７．１ １，１０１ ３６４

２．固定資産税 ４４，４５６ △１２．４ ８，８６６ １９．９ ２，０１４ ３３，５７６

３．軽自動車税 １，２４４ △７．６ １９２ １５．４ １１７ ９３５

４．特別土地保有税 ０ ０ ０ ０ ０ ０

計 ８２，８０１ △８．４ １５，６９０ １８．９ ４，８３３ ６２，２７８

合 計 ９３３，８２７ △２．８ ８５７，７０１ ９１．８ ４，９０１ ７１，２２５
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２．地方譲与税について

（１）地方揮発油譲与税

道路に関する費用に充てるため、地方揮発油譲与税の１００分の４２相当額を管理する道路延長及び面

積に基づいて按分して国から譲与されるもので、本年度分は８８１万１千円（前年度９００万４千円）で

前年度比２．１％の減であった。

（２）自動車重量譲与税

道路に関する費用に充てるため、自動車重量税の３分の１相当額を管理する道路延長及び面積に基づい

て按分して国から譲与されるもので、本年度分は２，００３万千円（前年度２，１２７万４千円）で前年

度比５．８％の減であった。

（３）地方道路譲与税

道路に関する費用に充てるため、地方道路譲与税の１００分の４２相当額を管理する道路延長及び面積

に基づいて按分して国から譲与されるもので、本年度分は０千円（前年度０千円）であった。

３．利子割交付金について

利子等及び金融類似商品の収益について県が課税徴収した県民税利子割について、その９５％の５分の３

相当額を市町村の個人県民税収入決算額の割合に応じて按分交付するもので、本年度分は１５３万６千円（前

年度１７２万８千円）で前年度比１１．１％の減であった。

４．配当割交付金について

一定の上場株式等の配当等について県が課税徴収した配当割について、徴税費用相当額を控除した後の１

００分の６８相当額を市町村の個人県民税収入決算額の割合に応じて按分交付するもので、本年度分は３２

４万２千円（前年度１７３万５千円）で前年度比８６．９％の増であった。

５．株式等譲渡所得割交付金について

源泉徴収を選択した特定口座における株式等譲渡所得等について県が課税徴収した株式等譲渡所得割につ

いて、徴税費用相当額を控除した後の１００分の６８相当額を市町村の個人県民税収入決算額の割合に応じ

て按分交付するもので、本年度分は５３１万５千円（前年度４９万９千円）で前年度比９６５．１％の増で

あった。

６．地方消費税交付金について

消費税５％のうち１％を地方消費税として県が課税し、その２分の１相当額を市町村に交付するもので、

本年度分は６，５６８万１千円（前年度６，６２４万５千円）で前年度比０．９％の減であった。

７．ゴルフ場利用税交付金について

ゴルフ場利用税収入額の１０分の７に相当する額が県から交付されるもので、本年度分は１，４４５万２

千円（前年度１，３９７万８千円）で前年度比３．４％の増であった。

８．自動車取得税交付金について

道路に関する費用に充てるため、自動車取得税の１０分の７相当額が県から交付されるもので、本年度分

は１，１３５万２千円（前年度１，３０８万３千円）で前年度比１３．２％の減であった。
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９．地方特例交付金について

児童手当の制度拡充並びに子ども手当創設に伴う財源措置、住宅借入金等特別税額控除による減収及び自

動車取得税の減税に伴う自動車取得税交付金の減収に伴う財源措置として市町村に交付されるもので、本年

度分は３０８万５千円（前年度３３３万５千円）で前年度比７．５％の減であった。

１０．地方交付税について

普通交付税１０億５，８９６万２千円（前年度１０億２，８５１万８千円）、特別交付税１億２，１９２万

円（前年度１億１，５９２万１千円）、合計１１億８，０８８万２千円（前年度１１億４，４４３万９千円）

で前年度比３．２％の増であった。

１１．交通安全対策特別交付金について

交通安全対策に関する費用に充てるため交通反則金を人口集中地区人口、交通事故発生件数及び改良済道

路延長を基に国から交付されるもので、本年度分は１０７万８千円（前年度１０９万２千円）で前年度比１．

３％の減であった。

１２．分担金及び負担金について

児童保育保護者負担金、放課後児童クラブ保護者負担金等の負担金で、本年度分は３，１８１万３千円（前

年度３，２２２万５千円）で前年度比１．３％の減であった。

１３．使用料及び手数料について

使用料は、町営住宅使用料等で本年度分は２，３２８万円（前年度２，４０３万９千円）で前年度比３．

２％の減。手数料は、戸籍住民基本台帳手数料等で、本年度分は３７４万６千円（前年度３９５万９千円）

で前年度比５．４％の減であった。

１４．国庫支出金について

国庫負担金１億６，５４３万５千円（前年度１億６，３７５万４千円）、国庫補助金７，０７８万円（前年

度３，６６８万３千円）、国庫委託金２４５万４千円（前年度２２８万４千円）で、合計では、２億３，８６

６万９千円（前年度２億２７２万１千円）で前年度比１７．７％の増であった。

１５．県支出金について

県負担金８，６１４万１千円（前年度８，３２２万８千円）、県補助金５，９２８万２千円（前年度７，６

６２万３千円）、県委託金１，９５１万２千円（前年度２，１３３万５千円）で、合計では、１億６，４９３

万５千円（前年度１億８，１１８万６千円）で前年度比９．０％の減であった。

１６．財産収入について

財産運用収入１６２万２千円（前年度１７０万４千円）、財産売払収入３８万８千円（前年度２，８２５万

４千円）で、合計では２０１万円（前年度２，９９５万８千円）で前年度比９３．３％の減であった。

１７．寄附金について

一般寄附金０千円（前年度１０３万円）、指定寄附金４１万円（前年度５０万円）で、合計では、４１万円

（前年度１５３万円）で前年度比７３．２％の減であった。

１８．繰越金について

前年度繰越金１億５，６９６万円（前年度１億８，８９１万２千円）、繰越事業費等充当財源繰越金８，４

７８万１千円（前年度６６７万８千円）で、合計では、２億４，１７４万１千円（前年度１億９，５５９万

円）で前年度比２３．６％の増であった。
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１９．諸収入について

延滞金加算金及び過料２９１万８千円（前年度８５４万２千円）、預金利子２千円（前年度２千円）、貸付

金元利収入１４３万８千円（前年度１８７万５千円）、雑入等６，４８９万１千円（前年度４，２７９万８千

円）で、合計では、６，９２４万９千円（前年度５，３２１万７千円）で前年度比３０．１％の増であった。

２０．町債について

総務債２２０万円（前年度０千円）、土木債３，７００万円（前年度７，１００万円）、消防債０千円（前

年度１億８，８７０万円）、教育債１，７００万円（前年度２，２５０万円）、臨時財政対策債１億６，３５

７万円（前年度１億７，５６０万円）の町債を借入れ、合計では、２億１，９７７万円（前年度４億５，７

８０万円）で前年度比５２．０％の減であった。

２１．繰入金について

財政調整基金から１億２，５２１万９千円（前年度８，６９２万２千円）、減債基金から２，０００万円（前

年度０千円）、ふるさと長瀞応援基金から５１万円（前年度７３万円）、町立学校図書購入基金から５０万円

（前年度５０万円）の繰入れを行い、合計では１億４，６２２万９千円（前年度９，４１５万２千円）で前

年度比５５．３％の増であった。
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第 ３ 議会部門における主要施策

１．議会管理事業

（１）定例会４回（３、６、９、１２月）及び臨時会２回（４、５月）が開かれ、会期の延日数は８日間で

あった。

（２）会議に付された議案等及び議決結果は、次のとおりである。

※集計は、年次（暦年）による。

（３）常任委員会、議会運営委員会、全員協議会の開催状況

※集計は、年次（暦年）による。

種 別 付議事件
議 決 結 果 審議

未了原案可決 修正可決 否 決 採 択 一部採択 不採択 翌年へ継続

条 例 案 23 23 0 0 0 0 0 0 0

予 算 案 13 13 0 0 0 0 0 0 0

決 算 認 定 4 4 0 0 0 0 0 0 0

専 決 処 分 2 2 0 0 0 0 0 0 0

その他の議案 9 9 0 0 0 0 0 0 0

議員提出議案 7 7 0 0 0 0 0 0 0

請 願 2 0 0 0 1 0 0 0 1

陳 情 1 0 0 0 1 0 0 0 0

計 61 58 0 0 2 0 0 0 1

総務教育常任委員会 ４日

経済観光常任委員会 ０日

議 会 運 営 委 員 会 ４日

全 員 協 議 会 ３日
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第 ４ 総務部門における主要施策

１．広報、広聴活動の充実

（１）「広報ながとろ」「くらしのメモ」の発行

町民への情報提供と町政に対する理解を深めるなど、行政広報としての役割を果たした。

・発行要領：Ａ４判 １色

１２ページ ２，８００部 毎月１日発行 年１２回

・配付先：全世帯、秩父記者クラブ

（２）町への提案制度

町民が日ごろ思っている提言や要望など町政に対する意見を伺い、まちづくりに反映させるための提

案制度には、郵送、電子メール等で２５件の提案等が寄せられた。また、寄せられた提案の一部と回答

は、「広報ながとろ」に掲載し公表した。

２．町民相談業務の実施

弁護士による無料相談（毎月１回）、行政相談員による行政相談（毎月１回）、人権擁護委員による人権

相談（年５回）、司法書士による登記相談（年６回）の町民相談業務を実施した。

３．会計管理事業

（１）資金運用については、適正な運用に努めた結果、一般会計の預金利子は、１，５７８円となった。

（２）町税及び国民健康保険税並びに介護・後期高齢者医療保険料の取扱いは、指定金融機関、収納代理金

融機関、庁舎窓口・徴収等で行い、収納総額は１２億２，３３６万円となった。

（３）税や保険料の収納処理件数は、町県民税の普通徴収４，６０７件、給与・年金特別徴収１２，７４０

件、固定資産税１６，３３４件、軽自動車税３，５４３件、国民健康保険税１０，６０２件、介護保険

料１５，１４５件、後期高齢者医療保険料７，７０６件で、総件数は７０，６７７件となった。

（４）県収入証紙買受け額は、総額７００，０００円で、これに対する手数料（３．１５／１００）は２２，

０５０円となった。なお、証紙売捌き額は、７６２，６００円となった。また、県自動車税収納委任を

受けての収納額は、１，５５３件、５５，７８７，２００円で、これに対する取扱費交付金（２／１０

０）は１，１１５，７４４円となった。

（５）町費の支払いについては、毎月１０日、２５日の２回を定例支払日としている。この他期日指定の支

払日や緊急の必要等により随時支払日を設けて対応し利便性に努めている。年間では口座振込１０，５

０５件、窓口払い９２５件、納付書払い１，８４９件、小切手払い１４件、その他払い外６１４件とな

った。

相 談 名 法律相談 行政相談 人権相談 登記相談

件 数 ３７件 ３件 ０件 ４件



- 20 -

４．財産管理事業

（１）財産管理

公有財産に関する事務の統一及び調整、公有財産の維持及び保全、行政財産の使用許可、普通財産の

貸付、普通財産の処分を業務として、以下の事務を行った。

① 役場庁舎等の保守点検及び修繕等

公有建物火災共済基金分担金 １，４０６，１５３円

役場庁舎設備等の保守点検業務委託 ４，７９８，５８６円

役場庁舎環境衛生管理業務委託等 ２，００９，２３８円

役場庁舎施設修繕（庁舎外壁ほか） １，２８８，３５９円

役場庁舎中央監視システム借上料 ２，２７５，５６０円

② 行政財産の使用許可 ６件 ８５５，９０４円

③ 普通財産の貸付 ５件 １，５５４，２２５円

④ 普通財産の売却 １件 ３４１，０００円

（２）入札の実施

指名競争入札を延べ１８日開催し、計３１件の案件について執行した。

指名業者については、副町長を委員長とし、課長級以上の職にある職員で構成する長瀞町競争入札審

査委員会において選定を行った。

なお、実施したすべての指名競争入札において、入札予定及び結果の公表を行うとともに、予定価格

の事前公表を行った。

平成２５年度入札結果

① 主要工事等（１千万円以上）

注）落札額は、消費税及び地方消費税を含まない額

② 課別入札件数

入札年月日 件 名 落札額（千円） 指名業者数

２５． ５．２２ 長瀞町高齢者・障害者共生施設建設工事 ７２，２８０ ８

２５． ７． ９ 幹線８号線道路改良工事 １５，２６０ ７

２５． ８．２１ 長瀞第一小学校大規模（高効率型照明）改造工事 １５，０００ ７

２５． ９． １
矢那瀬6・12・14・44号線道路改良に伴う排水路
整備工事

１９，７７３ ７

区 分 土 木 建 築 管・電気 舗 装 その他 委託等 物品等 計

総 務 課 １ １ ２

税 務 課 ０

町 民 課 ０

健 康 福 祉 課 １ １ ４ １ ７

地域整備観光課 １０ １ ４ １５

教 育 委 員 会 ２ １ １ ３ ７

計 １０ ４ １ ０ ２ ９ ５ ３１
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③ 落札額別入札件数

（３）町民ギャラリー

役場庁舎入口のスペースを、美術品等を展示する町民ギャラリーとして無償で貸し出している。

長瀞町で活動する計１３団体が参加し、各種作品を展示した。

５．交通安全対策事業

全国交通安全運動、交通事故防止運動を実施・協力するとともに、町独自の啓発活動として、交通安全

母の会でマスコット人形を作成し、街頭キャンペーン等で配布した。

交通安全指導としては、新入学児童を対象とした紙芝居による交通安全教室の開催等を行った。

交通指導隊による児童生徒の下校時の交通安全指導に併せて、防犯パトロール活動を実施した。

啓発事業として、町民の希望者に交通安全反射材を配布した。

６．地域振興対策事業

（１）地域振興対策事業補助金

地域の振興を図るため、大木小路区、上宿中宿区、辻区及び上袋区が実施した事業に対して補助した。

地域振興対策事業補助金（１０万円以上） （単位：円）

（２）コミュニティ助成事業

㈶自治総合センターからコミュニティ助成金の交付を受けて、長瀞町コミュニティ協議会に対して補

助した。

事業内容 お知らせ板製作設置事業（町内２１か所に掲示板を設置） １，０００，０００円

７．職員研修状況

（１）彩の国さいたま人づくり広域連合主催の研修

（２）その他の研修

区 分 土 木 建 築 管・電気 舗 装 そ の 他 委 託 等 物 品 等 計

２００万円未満 ４ ５ １ １０

２００万円以上５００万円未満 ３ ２ １ ２ ４ １２

５００万円以上１，０００万円未満 １ １ １ ２ ５

１，０００万円以上 ２ １ １ ４

計 １０ ４ １ ０ ２ ９ ５ ３１

行政区名 事 業 内 容 補 助 金

辻 区 辻区公会堂塗装工事 １４４，０００

項 目 受講者数

階層別基本研修 １０

階層別選択研修 １２

特別研修 ８

計 延３０人

項 目 受講者数 主 催 者 等

秩父郡町村会職員研修 ９ 秩父郡町村会
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８．防犯灯の維持・管理

防犯灯の維持及び管理を実施した。（８９３基）

９．人権・同和問題啓発事業

人権啓発及び同和問題の啓発を図るため、ウェットティッシュ等を購入し、人権フォーラムの参加者等

に配布し啓蒙を図った。

１０．期成同盟会事業

秩父鉄道の整備と利用促進を図る目的を持って沿線市町で組織する秩父鉄道整備促進協議会を通じ、秩

父鉄道が実施する鉄道安全対策事業などに係る費用９９８，７０９円を負担した。

１１．イメージアップ事業

平成５年度に策定したイメージアップ基本計画が標語に掲げる『はつらつ 長

瀞』に基づき“人も社会も自然もすべてが健康ではつらつとしているまち”を目

標に、各種事業を推進した。

また、シンボルマークは、封筒、広報紙、ホームページなど各種媒体で活用し、

その周知に努めた。

１２．ふるさと長瀞応援基金

住民参加型の事業を実施することを目的として設置されたふるさと長瀞応援基金に、１２名の方から寄

附金が寄せられた。寄附金は、下表のように積み立てた。

１３．統計調査

（１）住宅・土地統計調査

平成２５年１０月１日を基準日として、調査員２名で実施した。

住宅・土地統計調査は、住生活関連諸施策の基礎資料を得ることを目的として実施するもので、６調

査区を対象に調査を行った。

固定資産税課税事務（家屋） １ 市町村職員中央研修所

人権教育研修会 ２２ 長 瀞 町

認知症サポーター養成講座 １３ 〃

安全運転研修会 ６６ 〃

メンタルヘルス研修 ３３ 〃

計 延１４４人 －

項目 寄付額

(1)快適な環境と安心して暮らせるまちづくり事業 ２９０千円

(2)健康で生きがいのあるまちづくり事業 ３０千円

(3)活力のある産業を育てるまちづくり事業 ４０千円

(4)心豊かな人をはぐくむまちづくり事業 １０千円

(5)町民と行政の協働によるまちづくり事業 ０千円

合計 ３７０千円
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（２）平成２５年工業統計調査

平成２５年１２月３１日を基準日として、調査員３名で実施した。

工業統計調査は、工業に関する施策の基礎資料を得ることを目的として実施するもので、町内の事業

所を対象に調査を行った。

１４．情報公開・個人情報保護制度事業

（１）情報公開制度

公正で透明な開かれた町政を推進するため、町が保有する行政情報の提供を行った。

（２）個人情報保護制度

町民のプライバシーを保護するため、個人情報保護制度の充実に努めた。

１５．情報化推進事業

（１）庁内ＬＡＮ（情報系）の管理

住民サービスの向上と事務の簡素化、効率化を図るため、職員全員にパソコンを配備するとともにこ

れらをＬＡＮで繋ぎ運用している。

（２）庁内ＬＡＮ（基幹系）の管理

住民サービスの向上と事務の簡素化、効率化を図るため、各課にパソコンを整備するとともにこれら

をＬＡＮで繋ぎ、住民記録情報と税務情報、財務情報などを管理するシステムを運用している。

（３）公式ホームページの運営管理

年度別のアクセス数は、下表のとおりである。

・ホームページアドレス：http://www.town.nagatoro.saitama.jp

年度 件数

平成２３年度 ７０，２７５

平成２４年度 ５９，５９８

平成２５年度 １１１，１９０
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１６．賦課徴収事業

（１）固定資産税標準宅地の時点修正事業の実施

土地の価格が依然として下落傾向にあることから、標準宅地の不動産鑑定評価の時点修正を行い、平

成２４年７月１日から平成２５年７月１日までの間の下落率を平成２６年度固定資産評価額に反映させ

た。

（２）固定資産評価替鑑定評価業務委託

平成２７年度に固定資産評価替えを実施するにあたり、平成２６年度１月１日時点の「適正な時価」

としての標準地の鑑定評価額が必要になるため、標準宅地５９地点と田・畑・山林の基準地各１地点に

ついての評価業務を委託し、鑑定評価を実施した。

（３）コンビニ収納システム事業の実施

町税の納税環境の整備を図り、住民への納税の利便性を向上させるため、コンビニ収納を実施した。

平成２５年度は ６，１１８件 、 ９０，２１６，０１６円の納付があった。

（４）長瀞町納税推進コールセンター設置事業の実施

町税の納期内納付を推進するため納税コールセンター業務を委託し、電話による納税の呼びかけを行

った。

（５）口座振替納付の普及促進

納税者の利便性と安全性及び納期内納付の向上を図るため、口座振替の啓発用チラシを作成し、振替

納付の普及に努めた。

◎振替納付状況 （単位：千円：％）

１７．戸籍住民事業

（１）戸籍関係（平成２６年３月３１日現在）

①本 籍 数 ３，９７６件（前年度３，９８４件）

本籍人口 ９，６７１人（前年度９，７３５人）

②届出事件数

区 分 個人町民税 固定資産税 軽自動車税 国民健康保険税 合 計

口座振替による納付額（Ａ） ４０，５８５ １４１，６９６ ４，３２５ ６３，９６８ ２５０，５７４

現 年 分 納 付 額（Ｂ） ７０，７８６ ４２０，２３７ １８，１０２ １３６，２８２ ６４５，４０７

Ａ／Ｂ ５７．３ ３３．７ ２３．９ ４６．９ ３８．８

口 座 振 替 件 数（Ｃ） 普通徴収分 ３３３ １，５３３ ８４５ ４８１ ３，１９２

納 税 義 務 者 数（Ｄ） １，１６３ ４，０７２ ２，５６０ １，５０７ ９，３０２

Ｃ／Ｄ ２８．６ ３７．６ ３３．０ ３１．９ ３４．３

区 分 出 生 死 亡 婚 姻 離 婚 転 籍 その他 合 計

事件数 ７８件 １１５件 ９５件 ２５件 ２６件 ５３件 ３９２件
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③全部・個人事項証明等発行 件 数 ２，９７７件（前年度 ３，４５０件）

手数料 １，３７５，０００円（前年度１，６４７，０５０円）

④戸籍副本データ管理システム導入

東日本大震災における被災状況を踏まえ、戸籍の正本と副本の同時滅失を防止するための対策として、

戸籍副本管理サーバを遠隔地にある法務局に設置し、その保全・管理を行う戸籍副本データ管理シス

テムを導入した。

（２）住民基本台帳関係（平成２６年３月３１日現在）

①人 口 ７，６５９人 （前年度７，６９５人）

世 帯 数 ２，８７７世帯（前年度２，８５５世帯）

※人口・世帯数に外国人含む

大字別人口構成割合及び人口増減

（増減単位：人）

② 取扱件数

平成２５年度主な事務処理件数

③ 住民異動届処理数

平成２５年度月別住民異動者数 （単位：人）

④ 住民票等証明交付手数料 ７６４，４００円（前年度 ６９０，０００円）

（３）在留関連事務

①特別永住者証明書交付関連事務

・交付等申請 ０件

大字名 長 瀞 本野上 中野上 野上下郷 矢那瀬 岩 田 井 戸 風 布 合 計

人 口 ２，０５２ ２，０５８ ６５９ １，４７５ ２９６ ４９０ ５９０ ３９ ７，６５９

割 合 ２６．８ ２６．９ ８．６ １９．２ ３．９ ６．４ ７．７ ０．５ １００．０

増 減 △１１ △２９ ― △３ △１２ ５ １３ １ △３６

件 名 件 数 件 名 件 数

転 入 届 ２２９件 戸 籍 の 附 票 処 理 １，３６７件

転 出 届 ２３９件 住 民 票 交 付 ３，７１０件

転 居 届 ５４件 戸 籍 附 票 交 付 ４３５件

世 帯 主 変 更 届 ６３件 合 計 ６，０９７件

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合 計

転入 ３１ １８ １４ ２１ ２６ ２１ ４２ １０ ２９ １９ ４０ ２８ ２９９

転出 ２１ １７ １５ ２４ ７ １４ ２８ ３１ １５ ２５ ３４ ５１ ２８２

出生 ３ ４ ３ ２ ５ ２ ２ ３ ４ ３ ２ ５ ３８

死亡 ６ １０ ３ ７ ５ ６ ７ １１ ４ １１ １４ ８ ９２

転居 １２ ３ １０ １８ １３ ８ １３ １７ ４ ４ １０ ４ １１６
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②居住地に係る事務

ア 特別永住者に係る住居地の届出 ０件

イ 中長期在留者に係る住居地の届出

・新規上陸後の住居地届出 ８６件

・在留資格変更等に伴う住居地届出 ０件

・中長期在留者による居住地の変更届出 １件

（４）印鑑登録

①各種届出件数

②印鑑証明交付手数料 ５８１，２００円（前年度 ５７９，８００円）

印鑑登録再交付手数料 ２５，５００円（前年度 ２９，０００円）

（５）住民基本台帳ネットワークシステム

①住基ネット処理件数 （平成２５年４月１日～平成２６年３月３１日）

② 住民基本台帳カード交付手数料 ７，０００円（前年度 １０，５００円）

１８．監査管理事業

三位一体の改革を柱とする地方分権が推し進められるなかで、地方公共団体の行財政事務は複雑・多様

化し、その果たすべき役割と責任は高まっている。

そうしたなかで、町の行財政の適法性、効率性、有用性を増進させることに努め、公正で合理的かつ能

率的な行政運営を確保するため、監査へ寄せられる期待も日々高まっている。

平成２５年度に実施された検査、審査及び監査の開催日数・件数は、下表のとおりである。

◎検査・審査・監査開催日数・件数

１ 印 鑑 登 録 申 請 ２３６件

２ 印鑑登録廃止届 ２５件

合 計 ２６１件

住民基本台帳カード 住民票の写し広域交付 付記転出

申請受理件数 交付件数
申請受理件数 交付件数 付記転出届受理件数

写真付 写真無 写真付 写真無

１３ １ １３ １ １６ １６ ３

例月出納検査
決算・基金運用

状況審査
定 例 監 査

随 時 監 査

（工事監査）

住民監査請求

に よ る 監 査

１２日 ２日 ２日 １日 ０件
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第 ５ 民生部門における主要施策

１．社会福祉総務事業

（１）更生保護事業

青少年の非行、犯罪の防止と犯罪者の更生について理解を深めるため、「社会を明るくする運動」期間

中に町内全域を広報車で巡回し、小・中学校等に「ぞうきん」、「ハンカチ」等の啓発品を贈った。

また、行政区長等の協力を得て愛の募金運動を実施し２０１，２８０円を秩父地区更生保護女性会へ

納入した。

（２）民生委員活動

民生委員協議会定例会を１２回、臨時会１回を開催し、保育園、小・中学校との懇談会、研修会、講

習会、各種大会に参加したほか、敬老会、社会福祉大会などに協力した。また、自己啓発に努めながら、

要援護者に対し適切な助言、指導を行い、要援護者台帳の更新や緊急情報キットを作成し希望者に配布

し、地域福祉の向上を図った。

平成２５年度は、民生委員の一斉改選があり１１名が新任民生委員となった。

（３）社会福祉協議会助成事業

社会福祉法人長瀞町社会福祉協議会に対し、事業の円滑な運営を図るために２，５００万円の補助金

を交付した。

この補助金を基に社会福祉協議会では、次のような事業を行った。

・機関紙発行事業 ・敬老会、社会福祉大会の開催

・高齢者スポーツ振興事業 ・世代間交流事業

・日常生活用具貸与事業 ・ボランティアセンター活動事業

・一人暮らし老人見守事業 ・高齢者のいきがいと健康づくり事業

・歳末たすけあい事業 ・障害者福祉活動事業

・共同募金配分金事業 ・児童福祉活動事業

・心配ごと結婚相談事業 ・給食、会食サービス事業

・母子・父子福祉活動事業 ・生活福祉資金貸付事業

・地域福祉権利擁護事業 ・高齢者学習教育活動支援事業

・防火査察事業 ・福祉サービス利用援助事業

（４）シルバー人材センター助成事業

長瀞町シルバー人材センターは、高齢者の「生きがい・健康・社会参加」を目標に運営がなされ、事

業実績は、現在の厳しい経済環境下で前年度（△１４．７％）を下回った。また、福祉有償運送は利用

登録会員が増加するなど、高い評価が得られた。

これらの運営に必要な補助金として１，０３０万円を交付した。

契約金額 ： ６８，１１０，８３５円

就業延人員 ： １３，９４５人

就 業 率 ： ８８．３０％

受注件数 ： １，２３３件（公共１９１件、民間３６０件、個人６８２件）
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会 員 数 ： １５２人（男性１０１人、女性５１人）

◎ 主な作業 除草作業、水道メーター検針、施設管理、日常床清掃、竹製作加工、花の植栽、植木職、

ふすま・網戸・障子張、枝葉破砕処理、送迎業務、塗装・大工職、福祉有償運送業務

（５）援護恩給業務

戦没者の遺族に対する特別弔慰金支給法に基づく支給業務を行った。

（６）世代間交流支援センターの活用

「長瀞町世代間交流支援センター」は、常勤の支援員を配置し、情報の提供や相談業務など利用者の

受入れを行い、年間来訪者のべ人数は２，５６３人であった。

高齢者の介護予防事業や、世代間交流事業、子育て支援事業への会場提供や事業以外でも個人や仲間

の集いの場として活用している。

（７）紙おむつ排出用ごみ袋支給事業

少子高齢化対策として、紙おむつ使用者（３歳の誕生日が属する月までの者又はおおむね６５歳以上

の寝たきり老人及び身体障害者であり、日常生活において失禁状態の者）のいる世帯の経済的負担の軽

減を図るため、紙おむつ排出用ごみ袋の支給を行った。

２．障害者の福祉

（１）在宅重度心身障害者手当支給事業

身体障害者１級、２級の障害者と療育手帳◯ＡとＡに該当する人（住民税課税者を除く。）に対し手当を

支給し、経済的、精神的負担の軽減を図った。

（２）難病患者通院費支給事業

難病（厚生労働省の特定疾病対策及び小児慢性特定疾患対策の対象となる疾患・人工透析を行う慢性

腎不全の疾患）の患者が必要とする治療を容易に受けられるようにするため、通院に要する交通費を町

で支給した。

（３）身体障害者及び療育手帳の申請等の指導

身体障害者福祉法及び知的障害者福祉法に基づく各種の福祉措置が受けられる手帳の申請や取扱等の

指導及び広報を通し啓蒙活動を行った。

支給人数

3 歳 ま で の 児 童 １３９人

寝 た き り 老 人 等 ３５人

受給者数 支 給 件 数 支 給 費 総 額 負 担 割 合

８５人 ７２３件 ３，６１５，０００円 県１／２ 町１／２

受給者数 支 給 件 数 支 給 費 総 額

２２人 １５４件 ５１９，０１２円

申請者数 広報掲載回数

６２人 １２回
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（４）身体障害者手帳交付取得診断書助成事業

手帳の交付申請のための診断書料の一部助成により、福祉の増進を図った。

（５）補装具、日常生活用具等の交付・修理

障害者や難病患者の失われた部位や障害の部分を補って、日常生活を容易にするための補装具、日常

生活用具等の交付・修理を行った。（小児慢性特定疾患児日常生活用具を含む。）

（６）自立支援医療（更生・育成医療）給付事業

身体障害者福祉法及び障害者自立支援法に基づき、身体障害の除去や軽減を図るため医療の給付を行

った。育成医療は２５年度から県から権限移譲された。

（７）訪問入浴サービス事業

身体上の障害により、家庭において入浴する事が困難な身体障害児（者）に対して入浴サービスを

行うことにより、心身の健康を増進すると共に、家庭介護の負担を軽減し、在宅福祉の向上を図った。

（８）福祉タクシー利用料金助成事業

在宅の重度心身障害者に対し、タクシー料金の一部を補助し、障害者の日常の利便を図った。

（９）自動車等燃料費助成事業

心身障害者に対し、自動車等燃料費の一部を助成し、経済的負担の軽減と生活の利便の助長を図った。

（１０）長瀞町障害児（者）生活サポート事業

在宅の障害児（者）またはその家族に対し、認定された民間団体が行う施設による一時的な介護、介

護人の派遣及び障害者の外出援助等のサービスによって、在宅の障害者の自立と社会参加の促進を図っ

た。

受給者数 支 給 額

４０人 １２０，０００円

受給者数 事 業 費 負 担 割 合

補 装 具 費 ７人 ５０７，５５３円 国１／２ 県・町１／４

日 常 生 活 用 具 ３５人 １，６７９，０１５円 国との協議額

受給者数 事 業 費 負 担 割 合

自立支援医療費（更生医療） １人 ３０９，３５７円 国１／２ 県・町１／4
自立支援医療費（育成医療） １人 ３５５，４３５円 国１／２ 県・町１／4

利用者数 事 業 費 負 担 割 合

１人 ４８３，７５０円 国との協議額

延利用者数 事 業 費

２２０人 １７８，２００円

受給者数 事 業 費

４７人 ４９７，４５０円

登録人数 利用時間 事業費用総額 負 担 割 合

１２人 ５６８時間 ９００，５５０円 県１／２ 町１／２
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（１１）在宅酸素療法電気料補助事業

呼吸器機能障害で酸素濃縮装置を使用している在宅酸素療法治療者に対し、装置の使用に要する電気

料を補助することによって、治療者の福祉増進を図った。

（１２）介護給付費・訓練等給付費・障害児通所給付費支援事業

障害者自立支援法に基づく介護給付費・訓練等給付費及び児童福祉法に基づく障害児通所給付費等を

支給することにより、障害者及び障害児の自立と社会参加を図った。

◎介護給付費

◎訓練等給付費

◎高額障害福祉サービス費

受給者数 事 業 費

１５人 ２０５，５００円

サービス

種 別

障害

区分

支給

人員

延べ利用

日 数
総費用額 支給額 負担割合

居宅介護

身体 2人 122日 386,840円 386,840円

国１／２

県・町１／４

知的 1人 29日 287,270円 287,270円
精神 3人 136日 469,650円 469,650円

短期入所

身体 0人 0日 0円 0円
知的 2人 130日 679,380円 679,380円
精神 0人 0日 0円 0円
児童 3人 49日 1,423,128円 1,297,136円

共同生活介護

（ケアホーム）
知的 8人 2,783日 10,457,530円 10,457,530円

生活介護
身体 1人 111日 564,169円 564,169円
知的 16人 3,623日 36,749,694円 36,749,694円

施設入所支援
身体 2人 730日 1,741,082円 1,741,082円
知的 10人 3,562日 11,480,108円 11,480,108円

サービス

種 別
区分

支給

人員

延べ利用

日 数
総費用額 支給額 負担割合

共同生活援助

（グループホーム）
精神 0人 0日 0円 0円

国１／２

県・町１／４

宿泊型自立訓練 精神 3人 652日 2,295,216円 2,295,216円
自立訓練

（生活訓練）
精神 4人 327日 2,279,859円 2,279,859円

就労移行支援
知的 3人 109日 972,848円 972,848円
精神 2人 144日 1,022,420円 1,022,420円

就労継続支援Ｂ型

身体 2人 395日 1,977,625円 1,977,625円
知的 15人 3,004日 19,729,469円 19,729,469円
精神 3人 289日 1,607,250円 1,601,614円

件 数 支 給 額 負担割合

０件 ０円 国１／２ 県・町１／４
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◎特定障害者特別給付費

◎計画相談支援給付費

◎障害児通所給付費

◎高額障害児通所給付費

（１３）自立支援医療費（精神通院）及び精神障害者保健福祉手帳の申請等の指導

精神疾患の通院にかかる医療費の自己負担を１０％に軽減する自立支援医療費（精神通院）及び各種

の福祉措置が受けられる精神障害者保健福祉手帳の申請や取扱等の指導を行った。

（１４）障害児（者）日中一時支援事業

障害児（者）の家族の就労支援及び障害児（者）を日常的に介護している家族の一時的な休息を目的

とし、日中において障害児（者）に活動の場を提供し、社会に適応するための日常的な訓練等の必要な

支援を行った。

（１５）障害児（者）移動支援事業

屋外での移動に困難がある障害児（者）に、外出のための支援を行うことにより、地域での自立生活

及び社会参加を促すことを目的とし、障害児（者）の社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等の社

会参加のための外出の際の移動支援を行った。

（１６）コミュニケーション支援事業

聴覚障害のため、意思疎通を図ることに支障がある方とその他の方の意思疎通を仲介するために、手

話通訳を行う者の派遣を行い、福祉の増進と社会参加の促進を図った。

件 数 支 給 額 負担割合

２４０件 ３，４０５，２８７円 国１／２ 県・町１／４

件 数 支 給 額 負担割合

４２件 ６１９，３７８円 国１／２ 県・町１／４

サービス

種 別

障害

区分

支給

人員

延べ利用

日 数
総費用額 支給額 負担割合

児童発達支援 児童 6人 236日 1,611,870円 1,456,499円 国１／２

県・町１／４

件 数 支 給 額 負担割合

０件 ０円 国１／２ 県・町１／４

自立支援医療費（精神通院） 精神障害者保健福祉手帳

申請者数 ７７人 ２０人

登録人数 利用時間 事業費用総額 負担割合

２人 １４８．５時間 １００，８１８円 国との協議額

登録人数 利用時間 事業費用総額 負担割合

６人 ４０８時間 ９４３，０８３円 国との協議額

事 業 費 負担割合
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（１７）紙おむつ支給事業

在宅で生活しており、常時おむつを必要とする方に対し、紙おむつを支給することにより、本人及び

介護者の負担を軽減し、在宅福祉の向上を図った。

３．高齢者の福祉

（１）ねたきり老人等手当支給事業

身体上または精神上の障害のため、日常生活に著しい支障のある６か月以上ねたきりの老人及び重度

の痴呆性老人とその介護者に、手当を支給することにより老人福祉の向上を図った。

（２）緊急通報システム事業

在宅の一人暮らし老人及び重度障害者に対して、日常生活の緊急事態における不安を解消し、老人等

の福祉の向上を図った。

（３）老人クラブ助成事業

老人クラブ連合会（団体会員数８５５人）、単位老人クラブ１２団体に対し、老後の生活を健全で豊か

にするため、総額１，１８６，６５０円の補助金を交付し、老人福祉の増進を図った。

（４）老人保護措置事業

保護措置を必要とする老人を、老人福祉施設（養護老人ホーム）へ入所措置して老人福祉の向上を

図った。

（５）在宅支援事業

日常生活を営むのに支障がある在宅高齢者等に対し、生活の支援を行うことにより、福祉の向上を図

った。

（６）高齢者日常生活圏域ニーズ調査事業

高齢者の日常の生活状況を調査することにより、高齢者の実態を把握することで見守りが必要となる

要援護高齢者及び２次予防事業対象者を把握し、積極的に介護予防事業を推進するために、平成２５年

４８０，０００円 国との協議額

対象者数 支給費総額

５人 １８３，９６０円

手 当 名 対象者数 支給月数 支 給 費 総 額

ねたきり老人等手当 ６人 ５０月 ２５０，０００円

ねたきり老人等介護手当 ６人 ５０月 １５０，０００円

設置台数 事 業 費 総 額

８８台 １，５２７，８２２円

利用者数 延人数 事 業 費 総 額 一 部 負 担 金

３人 ３６人 ５，９６６，８７５円 １，１７２，４００円

事 業 名 利用者数 利用日数 事業費総額 一部負担金

生活管理指導短期宿泊事業 １人 １６日 １３５，３００円 ３６，９８０円
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４月から７月にかけて６５歳以上の高齢者の概ね３５％にあたる８６２人を対象に高齢者日常生活圏域

ニーズ調査を実施し、郵送及び地域包括支援センター職員による訪問回収を行い、６９３人の生活状況

等を把握した。

（７）要援護高齢者等支援ネットワーク

認知症や高齢者虐待、一人暮らし等により見守りの必要な高齢者について、民生委員、社会福祉協議

会、警察、消防等と情報交換を行う「長瀞町要援護高齢者等支援ネットワーク会議」を年２回行い、高

齢者等の安否確認と虐待孤独死等の発生の抑制に努めた。

（８）老人福祉施設助成事業

特別養護老人ホームながとろ苑の運営にあたり、町が民有地（６，６２５．４㎡）を借り上げ、これ

らの土地を社会福祉法人長瀞福祉会へ無償貸与した。

（９）高齢者・障害者共生施設整備事業

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金等を活用し、旧清流苑を解体し、高齢者と障害者が利用で

きる施設の整備を行い、長瀞町高齢者障がい者いきいきセンター「いきいき館」を設置した。

構 造 木造平屋建て 建築面積 ２８４．２６㎡ 延床面積 ２７８．８７㎡

主な施設 集会室、訓練・作業室

活用交付金 地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金等 ３２，０００千円

事 業 費 工事請負費、委託料、備品購入費他 ９１，９３３千円

４．児童の福祉

（１）民間保育所の運営改善を図るため、次のとおり補助金を交付し、児童福祉の向上を図った。

○一時預かり事業費補助金

・一時預かり事業補助金 １，０６０，０００円

○保育対策等促進事業費補助金

・延長保育促進事業補助金 １０，０３８，０００円

○安心・元気！保育サービス支援事業費補助金

・１歳児担当保育士雇用費補助金 ２，６８０，０００円

・乳児途中入所促進事業補助金 ６４０，０００円

・アレルギー等対応特別給食提供事業補助金 ６００，０００円

○障害児保育事業補助金

・特別児童扶養手当支給対象児童分 １，６８０，０００円

○保育士等処遇改善臨時特例事業費補助金

・保育士等処遇改善臨時特例事業補助金 ２，９８８，０００円

（２）入所児童委託事業

保護者の労働又は疾病等により、家庭において十分保育することができない児童を各保育園に委託し、

乳幼児の福祉増進を図った。
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◎保育所入所児童数（年間延人数）

入所児童の委託料として、町内保育所及び町外委託先保育所に対し、１０８，０３４，２３０円を

支払った。

（３）放課後児童対策事業

放課後児童の健全な育成を図るため、就労等により留守になる家庭の児童を放課後児童クラブで保育

する事業である。

長瀞第一小学校区に公営と民営が各1箇所、長瀞二小学校に公営が1箇所、合計で３箇所の放課後児
童クラブがある。公営の放課後児童クラブについては、長瀞第一小学校学区は長瀞第一小学校の余裕教

室、長瀞第二小学校学区は長瀞町世代間交流支援センターに設置している。

民営の放課後児童クラブに対しては、委託料として５，６８５，５００円を支払った。

放課後児童クラブ室の在室児童数（４月末） （単位：人）

（４）子育て支援センター事業

長瀞町世代間交流支援センターにおいて、未就学のお子さんとその保護者を対象に、育児情報の提供

や育児相談、出会いの場を提供し、子育てを応援するための事業を実施した。

（５）児童手当支給事業

区 分 ３歳未満児 ３ 歳 児 ４歳以上児 計

高 砂 保 育 園 ２４０人 １３２人 ３９０人 ７６２人

た け の こ 保 育 園 ２３３人 １２６人 ２５４人 ６１３人

管 外 ４１人 １２人 ２４人 ７７人

計 ５１４人 ２７０人 ６６８人 １，４５２人

児童クラブ名 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 合計

長瀞一小放課後児童クラブ室 ８ ９ １５ ９ ０ ０ ４１

長瀞二小放課後児童クラブ室 ３ ３ ４ ３ ０ ０ １３

たけのこ児童クラブ １０ ５ １３ ３ ２ １ ３４

合 計 ２１ １７ ３２ １５ ２ １ ８８

事業名 内 容 開催回数 参加人数 前年対比

リズム遊び

ぴょんぴょん組

2，3歳児を対象に音楽に合わせて親子で体を
動かし、手遊びや歌も歌います。

９回 １７９人 １．６６

リズム遊び

ぴよぴよ組

0，1歳児を対象に音楽に合わせて親子で体を
動かし、手遊びや歌も歌います。

９回 ２１６人 １．６０

ママのコーヒータイム
子ども達はおもちゃで遊び、ママ達は自由な

お話タイム。
１２回 ４６２人 ２．６０

絵本読み聞かせ

「ママ よんで！」

朗読ボランティアさんによる絵本の読み聞か

せを行います。
９回 ２３０人 １．３１

もぐもぐタイム
ママ達がお菓子作りを行っている間、子ども

達はボランティアが保育します。(人数制限有） １０回 １４５人 １．０２

おたんじょう会
満１歳児の子を対象に、身体測定を行ったり、

記念写真を撮ったり、歌を歌ったりします。
４回 ７７人 １．５１
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中学校修了前の児童を養育する者に手当を支給し、生活の安定と児童の健全育成の向上を図った。

・３歳未満の児童一律 月額１万５千円

・３歳以上小学校修了前の児童 月額１万円（第３子以降の児童 １万５千円）

・中学生一律 月額１万円

・特例給付（所得制限限度額以上） 月額５千円

（６）子育て支援金支給事業

健全な出産及び養育並びに子育て家庭の経済的負担を軽減し、少子化対策を図ることを目的として、

出生した乳児の保護者に支援金を支給した。

（７）絵本支給事業

親子のふれあいの機会を増やし、子どもの豊かな情操を育むことを目的として、出生した乳児の保護

者に絵本１３冊の中から２冊選んでもらい支給した。

（８）要保護児童対策地域協議会事業

要保護児童の早期発見、早期対応を図り、町内の児童の健やかな成長を願うため、児童や家庭にとっ

て身近な存在である児童・教育関係機関、団体等の参加により、｢長瀞町要保護児童対策地域協議会｣を

設置し、代表者・実務者会議、及びケース検討会議を開催した。

児童相談所との連携を図りつつ、虐待事例について対応する。

（９）児童虐待防止推進事業

埼玉県子育て支援特別対策事業費補助金を受けて、児童虐待を防止し、子育てに優しい地域作りを推

進するために、児童虐待相談員を配置するともに事業を実施した。関係機関との連携、養育支援等を行

った。

区 分 延支給人員 支 給 費 総 額

被用者（３歳未満） １，０５８人 １５，８７０，０００円

〃 （小学校修了前） ４，６２８人 ４８，８６５，０００円

〃 （中学校修了前） １，７３３人 １７，３３０，０００円

非被用者（３歳未満） ２４２人 ３，６３０，０００円

〃 （小学校修了前） １，３６８人 １４，７００，０００円

〃 （中学校修了前） ４８４人 ４，８４０，０００円

特 例 給 付 ２７４人 １，３７０，０００円

支給人員 １人当たりの支給額 支 給 費 総 額 負 担 割 合

３８人 ２０，０００円 ７６０，０００円 町１０／１０

支給人員 １人当たりの冊数 支 給 総 冊 数 負 担 割 合

３８人 ２冊 ７６冊 町１０／１０

会 議 名 実施回数 実施時期

代表者会議 １回 H２５．６．２４
実務者会議 ３回 H２５．７、１２月、H２６．３月
ケース検討会議 １７回 随時実施
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（１０）子育て相談事業

埼玉県子育て支援特別対策事業費補助金を受けて、養育者の孤立の防止、虐待防止を目的に子育て相

談事業を実施した。専門職（看護師、保育士等）の訪問活動、また、臨床心理士による面談を行い、悩

みを持つ保護者や子ども達等の相談に対応した。さらに県OG保健師、間係機関との連携の在り方等指
導、助言をもらい、スタッフの資質の向上及び連携の構築を図った。

事業費 １，６４０，０００円

５．各種医療費・年金等支給事業

（１）重度心身障害者医療費支給事業

身体障害者１級、２級又は３級の障害者と療育手帳◯Ａ・Ａ・Ｂの障害を有する人と、６５歳以上で後

期高齢者医療制度の障害認定を受けた人に対し、医療の給付にかかる一部負担金について助成し、重度

心身障害者の福祉の増進を図った。

（受給者数はＨ２６・３・３１現在）

本年度１人当たり支給額は、１１０，３９６円（前年度８２，８４４円）で前年度より３３．３％増

であった。

事業内容 事 業 詳 細 実施時期

児童虐待防止の広報啓発事業 児童虐待・いじめ防止リーフレット 全戸配布 H25,11月

児童虐待相談員の配置
２名の相談員を配置し、世代間交流支援センター（子

育て支援拠点）、役場で活動した。
年間

児童虐待防止推進事業講演会

ながとろ絵本ライブ 絵本作家 藤本ともひこ 氏

参加者 ６６名
H25.11.23

地球のステージ

NPO法人 地球のステージ 桑山紀彦 氏

参加者 ２２５名

H26.2.14

事 業 名 対 応 者 内 容 件 数

訪問相談事業 保育士、保健師、子育て支援員 事業の紹介、育児相談 ８１件

専門相談事業 臨床心理士

保護者からの相談 １６件

学校等とのケース会議 １４件

町保健師等とのケース会議 １７件

小学校訪問 ５件

幼稚園、保育園等訪問 ５件

事業等への参加 ７件

WISC検査 ２件

研修講師 ２件

連携の構築 県OG保健師 関係機関との連携、調整 ５件

受給者数 支 給 件 数 支 給 費 総 額 負 担 割 合

２０２人 ５，３７３件 ２２，２９９，９２３円
県１／２ 町１／２

（入院時食事療養費を除く）
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（２）こども医療費支給事業

０歳時から中学３年生までの（平成２２年７月診療分から）子供を対象にその医療費を支給し、子育

て家庭の経済的負担を軽減し、こどもの健全育成と福祉の増進を図った。

（受給者数はＨ２６・３・３１現在）

１人当たり支給額は１７，５７５円（前年度１８，９７９円）で前年度より７．４％減であった。

（３）ひとり親家庭等医療費支給事業

ひとり親家庭等に対し、医療費の一部を支給し、生活の安定と自立を支援し、福祉の増進を図った。

（受給者数はＨ２６・３・３１現在）

本年度１人当たり支給額は、１５，７６２円（前年度８，７７７円）で前年度より７９．６％増であ

った。

（４）介護サービス利用者自己負担補助事業

低所得の高齢者等が居宅サービスを利用した際の自己負担額の一部を助成し、高齢者等の福祉増進を

図った。

本年度１人当たりの支給額は、１２，６５５円であった。

（５）後期高齢者医療事業

後期高齢者医療制度は、高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、平成２０年４月１日から施行さ

れている。

運営は、埼玉県内の全市町村で構成する「埼玉県後期高齢者医療広域連合」が主体となり、保険料額

区 分 受給者数 支給総件数 支 給 総 額 １人当たり支給額 負担割合

０ 歳 児 ４０人 ４７５件 ５５４，５８６円 １３，８６５円
県１／２

町１／２

１ 歳 児 ４０人 ６９９件 ８９２，４０８円 ２２，３１０円

２ 歳 児 ４２人 ７０８件 ８９１，２１９円 ２１，２２０円

３ 歳 児 ４１人 ７２５件 ９１３，１３４円 ２２，２７２円

４ 歳 児 ４５人 ６４０件 ７６６，８７５円 １７，０４２円

５ 歳 児 ４１人 ６８２件 ７８４，６３６円 １９，１３７円

６ 歳 児 ４５人 ３２５件 ３６６，８１４円 ８，１５１円

就学児童 ５３８人 ４，５９７件 ９，４５２，６７２円 １７，５７０円 町１／１

合 計 ８３２人 ８，８５１件 １４，６２２，３４４円 １７，５７５円

受給者 支給件数 支給費総額 負担割合

１３９人 ５６２件 ２，１９０，８８４円 県１／２ 町１／２ （入院時食事療養費を除く）

受給者数 件 数 支給費総額

３３人 ３９５件 ４１７，６０９円
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の決定、被保険者証の交付、医療を受けたときの給付などを行い、町では、保険料の徴収、各種申請・

届出の受付、被保険者証の引渡しなど、被保険者に身近な窓口業務を行った。

なお、会計は、特別会計で行い埼玉県後期高齢者医療広域連合へ保険料は納付している。

① 給付関係事務

高額療養費、療養費、葬祭費申請受付などの窓口業務を行った。

② 被保険者証等の交付

７５歳年齢到達者や転入などをされた被保険者に対して、「被保険者証」を簡易書留郵便で送付し

た。また、「限度額適用・標準負担額減額認定証」を３９人に、「特定疾病療養受療証」を１人に対し

て交付した。

③ 健康診査の受託

後期高齢者医療の被保険者を対象に行う健康診査事業について、埼玉県後期高齢者医療広域連合か

ら受託し、健康診査事業を実施した。

被保険者には受診券を送付し、契約医療機関で個別又は、保健センターにおいて集団で受診する方

式で行い、（国民健康保険特定健康診査と同じ方式。ただし、自己負担金は無し）受診者数は３００

人であった。

④ 埼玉県後期高齢者医療広域連合市町村負担金

埼玉県後期高齢者医療広域連合規約第１７条の規定による埼玉県後期高齢者医療広域連合運営のた

めの共通経費負担金として、３，６６５，７２５円を納付した。

⑤ 療養給付費負担金

高齢者の医療の確保に関する法律第９８条に定める町の一般会計において負担すべき額として、６

９，９１２，８９１円（負担対象額の１２分の１）を納付した。

⑥ 保険基盤安定繰出金

高齢者の医療の確保に関する法律第９９条第１項の規定により、所得の少ない者について後期高齢者

医療広域連合の条例の定めるところにより行う保険料の減額賦課に基づき算定した額１９，１６８，３４

０円を後期高齢者医療特別会計に繰り出した。

６．国民年金総務事業

医療技術等の進歩により平均寿命が年々延びている中、老後の生活を支える一部としての国民年金の

事務について、国民年金制度の広報掲載等による周知、国民年金の業務や制度に関する相談、各種書類

等の回送、国民年金保険料の免除受付等通年行った。



- 39 -

第 ６ 衛生部門における主要施策

１．犬の登録・注射

犬の登録及び狂犬病予防対策の状況（平成２６年３月３１日現在）

２．生活環境の美化

（１）公害防止事業

公害苦情件数

＊大気汚染には焼却による苦情を含む。

（２）放射能測定事業

福島第一原発事故により放射能が飛散したことから、町民の放射能不安を解消するため、町内１２地

点を各月で数値を測定し、ホームページで数値を公表した。

３．廃棄物処理

（１）有価物回収事業

リサイクルの促進とごみの減量化のため、有価物を回収した団体に報償金を交付した。

①回収実績

②報償金交付実績

（２）散乱ごみ・不法投棄対策

①散乱ごみ

種 別 合 計

犬 の 登 録 頭 数 累 計 ５６２頭

新 規 犬 の 登 録 頭 数 ３５頭

狂 犬 病 予 防 注 射 数 ４７０頭

発生源＼種類 大気汚染 水質汚濁 騒 音 悪 臭 その他 計

工場・事業場 ０ ０ １ ０ ０ １

そ の 他 ３ ０ ０ ０ ０ ３

計 ３ ０ １ ０ ０ ４

種 別 回 収 量 補助単価

紙類

新聞紙 ３７，９２２．０㎏

３．５円／㎏

雑 誌 １３，１６０．０㎏

ダンボール １６，６７０．０㎏

牛乳パック ５２８．０㎏

金属類 アルミ １，５４３．０㎏

ビン類
1.8ℓビン １６１．５㎏

ビールビン ８１．０㎏

布 類 ２１６０．０㎏

その他（ﾋﾞｰﾙｹｰｽ,ｼｭﾚｯﾀﾞｰ紙） ３５８．０㎏

合 計 ７２，５８３．５㎏

交付団体 ６団体 交付額 ２５４，０４０円
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岩畳周辺並びに国・県・町道及び林道沿いのごみの散乱が激しい場所の清掃や撤去を行うとともに、不

法投棄パトロールを長瀞町シルバー人材センターに委託した。

委託金額 １，７６６，５７１円

岩畳周辺清掃作業

※ 年間ごみ収集量 可燃ごみ…８，２２０kg（秩父クリーンセンター搬入回数１０３回 / 年）

不燃ごみ…１，１４０kg（秩父環境衛生センター搬入回数１１回 / 年）

合 計…９，３６０kg

生活環境の美化推進として、春と秋に各行政区内の散乱ごみの一斉清掃を行った。

春のごみゼロ運動 実 施 日 ５月２６日（日）・６月２日（日）

参加行政区 ２６行政区

参加人数 ２，０８４人

収 集 量 １，１４０㎏

秋のごみゼロ運動 実 施 日 １０月２７日（日）・１１月２・３・４日（土日月）

参加行政区 ２６行政区

参加人数 ２，０１７人

収 集 量 ９９０kg

②不法投棄パトロール

不法投棄や散乱ごみの目立つ国・県道や林道の不法投棄パトロールを実施した。

年間実施日数 ４３日 （大雪により５週中止）

（３）ダイオキシン対策

平成１４年度から、埼玉県生活環境保全条例によりごみの自家焼却処理が原則として禁止されたこと

で、町で設置を奨励していた簡易焼却炉の撤去（回収基数 １０基）を実施した。

４．温暖化対策

環境への負荷の少ないクリーンエネルギーの活用を普及促進するため、住宅用太陽光発電システム及び

住宅用高効率給湯器の設置者に対して補助金の交付を行った。

５．広域行政の推進

ごみの収集、運搬業務を広域市町村圏組合で行った。

ブロック 鉄 コンクリート

２３３個 ４６㎏ ２５０㎏

補助金名 補助金額（定額） 件 数 補 助 額

住宅用太陽光発電システム設置費補助金 ５０，０００円 ３６件 １，８００，０００円

住宅用高効率給湯器設置補助金 ２０，０００円 １０件 ２００，０００円

区 分 処理人口 年間総排出量 備考

可 燃 ご み ７，７０４人 １，３４９ｔ
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・広域市町村圏組合へ清掃費として４５，８９４，０００円を負担した。

一般家庭から排出されるごみを適正に処理するため、ごみ収集箇所を設け対応している。

ごみ収集箇所 ①可燃・不燃ごみ収集箇所…１２８箇所

②可燃ごみ収集箇所…１９箇所

③不燃ごみ収集所…６箇所 合計…１５３箇所

・家庭から排出される粗大ごみの回収を実施した。

回収業者：有限会社 埼玉グローバル産業（長瀞町大字岩田）

６．下水道の整備

（１）下水道事業

（２）し尿処理事業

※皆野・長瀞上下水道組合（下水道・し尿）負担金として、２８２，２８９，０００円を負担した。

（３）合併処理浄化槽設置整備補助事業

生活排水による水質汚濁を防止するため、公共下水道認可区域外の地域で、浄化槽の設置者に対して、

補助金を交付した。

不 燃 ご み ７１ｔ

資 源 ご み ３３０ｔ
・カン、ビン ８８ｔ

・紙、布類 ２３１ｔ

・ペットボトル １１ｔ

直接搬入ごみ
可燃ごみ ４０４ｔ

不燃ごみ ８６ｔ

回 収 時 期 申込み件数 回収品目数

第１回 ８月２１日・２２日 ３６件 ９４品

第２回 １２月１８日・１９日 ２４件 ６１品

第３回 ３月２６日・２７日 １８件 ４３品

区 分 全 体 うち長瀞町分 摘 要

管 渠 延 長 ７８．６０ｋｍ ３９．９０ｋｍ

計 画 地 域 面 積 ５０６．８５ｈａ ２７９．３５ｈａ

整備面積（２５年度末） ３８５．６ｈａ ２０８．３ｈａ

整 備 率 ７６％ ７５％ 整備面積／計画面積

行 政 人 口 １８，２２６人 ７，６５９人

処 理 人 口 １０，４１７人 ４，５５７人

普 及 率 ５７％ ５９％ 処理人口／行政人口

水 洗 化 人 口 ８，３５９人 ３，７０８人

水 洗 化 率 ８０％ ８１％ 水洗化人口／処理人口

区 分 処理計画人口 処理人口 年間総排出量 自家処理量 備 考

し 尿 ７，６５９人 ３，９５１人 １，４０７㎥ ０㎥

区 分 基 数 補 助 金 額 財源内訳（平成２５年度）

新 設 １基 ３３２，０００円 国 １１０，０００円

県 ０円

町 ２２２，０００円

単独浄化槽

からの転換
０基 ０円

合 計 １基 ３３２，０００円 ３３２，０００円
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（４）浄化槽市町村型整備事業

浄化槽市町村型整備事業の実施に伴い、皆野・長瀞上下水道組合に負担金として７，６８２，０００

円を負担した。

（５）生活排水対策事業

水質汚濁防止法に基づき生活排水対策重点地域の指定を受け、長瀞町生活排水対策推進計画に基づき、

これに添った啓発事業（荒川の水質検査：採水場所…白鳥橋下付近）を実施した。

７．上水道の整備

水の安定供給

・皆野・長瀞上下水道組合の財政基盤の安定化を図り、水道料金の低減化をするため、次の金額を負担

した。

皆野・長瀞上下水道組合 ４６，５４３，０００円

・簡易水道事業建設改良に係る企業債元利償還金を負担した。

皆野・長瀞上下水道組合 １，０１６，８４１円

・皆野・長瀞上下水道組合と宮沢地区簡易水道組合統合に伴う施設整備に係る企業債元利償還金を負担

した。

皆野・長瀞上下水道組合 ９，３２３，０５６円

８．首都圏自然歩道維持管理事業

首都圏自然歩道の維持管理を実施して、観光客やハイキング客が安全に利用できるよう努めた。

維持管理コース 『長瀞の自然と歴史を学ぶ道』（上長瀞～宝登山～町境 ６．５km）

『高原牧場を通る道』（風布～長瀞駅 ５．３km）

県委託料 ３４６，５００円

９．自然公園維持管理事業

町内全域が自然公園に指定されているため、県の委託を受けて特別地域の巡視等保護管理業務と次の進

達事務を行った。 県委託料 １１６，５５０円

区 分 件 数

許可申請

新 築 ５０件

増 ・ 改 築 ０件

木 竹 の 伐 採 ４件

広 告 物 設 置 ２件

土地の形状変更 １件

色 彩 変 更 ０件

物 の 集 積 等 ０件

計 ５７件

届 出
土地の形状変更 ２件

広告物の設置 ３件

計 ５件
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１０．保健事業

（１）成人保健事業

①成人病予防検診（人間ドック）補助事業

埼玉県後期高齢者医療加入者に対し、疾病の予防、早期発見、早期治療の促進のために、検診費の一部

を補助（２０，０００円）した。

②献血

町内の企業、商工会青年部・婦人部、日赤奉仕団等の協力を得て４事業所で実施した。

③機能訓練

（２）健康増進事業

①健康手帳の交付

自分自身の健康管理に役立てるよう、健康手帳の交付を行った。

②健康教育

集団健康教育では、栄養教室として「ヘルシーダイエット」を行った。また、個別健康教育では、疾病

の重症化の予防のため、管理栄養士や保健師による個別指導を行った

③がん検診

受診者数 補 助 額

３０人 ６００，０００円

会場数 種 類 受付者 採血者数

延べ ７会場

２００ml
４００ml

成分

１６７人

２９人

１０８人

０人

区 分 延参加者数 回 数 内 容

言 語 リ ハ ビ リ ６９人 １２回
言語聴覚士による個別指導と、言語療法

を行った

区 分 ４０歳～７４歳 ７５歳以上 計

交 付 数 １３８人 １０人 １４８人

区 分 参加数 回 数

集 団 健 康 教 育 １６３人 １０回

個 別 健 康 教 育 ９９人 ９９回

区 分 受診数 要精密検査 内 容

胃 が ん １８４人 ８人 ４０歳以上の希望者に、X線撮影検査を実施した。
大 腸 が ん ３１６人 ２６人 ４０歳以上の希望者に、便潜血検査を実施した。

乳 が ん １５８人 ２７人
４０歳以上の女性の希望者に、視触診・マンモグ

ラフィ（Ｘ線撮影）検査を実施した。

子 宮 頸 が ん １６２人 ４人
２０歳以上の女性の希望者に、頚部細胞診検査を

実施した。

肺 が ん ２８８人 ３人
４０歳以上の希望者に、胸部レントゲン撮影及び

喀たん細胞診検査を実施した。
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（３）精神保健事業等

①精神保健事業

精神障害者の社会復帰訓練の場として「ひまわりクラブ」を、また、家族を対象に情報交換の場とし

て「家族会」を開催した。さらに、精神障害者の正しい理解と各事業への協力者（ボランティア）育成

のため、勉強会を開催した。

②自殺予防対策事業

町の自殺予防対策として、「こころとからだのリラックス講座」を一般町民向けに行い、普及啓発をし

た。また、町職員向けにゲートキーパー養成としてメンタルヘルス研修等を行った。

③精神保健訪問指導

精神保健訪問指導として、社会復帰支援や心の健康、アルコール関連などについて保健師が訪問指導

を行った。

（４）母子保健事業

①乳幼児健康診査

乳幼児を対象に健康診査を実施した。

②妊婦健康診査

町内在住者の妊娠届を受理するとともに、妊婦の健康管理の充実及び妊娠・出産に係る経済的負担の軽

減を図ることを目的に、平成２１年度から妊婦が出産までの間に１４回受診する健康診査とＨＩＶ抗体検

区 分 実施回数 延人数

社会復帰支援事業 ２４回

１８１人

うちボランティア

（７２人）

家 族 会 ６回 １６人

勉 強 会 １回 ９人

合 計 ３１回 ２０６人

区 分 実施回数 延人数 内容

普及啓発事業 １回 １２６人 映画会「ツレがうつになりまして」

ゲートキーパー養成講座 ３回 ５６人 メンタルヘルス研修等

合 計 ４回 １８２人 ―

区 分 実施回数 延人数

合 計 ４１回 ４５人

区 分 該当数
受診数 要精密検査

回 数
人 数 割 合 人 数 割 合

３ ～ ５ か 月 児 ３７人 ３７人 １００％ ０人 ０.０％ ６回

９・１０か月児 ３９人 ３９人 １００％ ０人 ０.０％ ６回

１ 歳 ６ か 月 児 ４３人 ４２人 ９７.７％ １人 ２.４％ ６回

３ 歳 ２ か 月 児 ４５人 ４４人 ９７.８％ ３人 ６.８％ ６回

計 １６４人 １６２人 ９８.８％ ４人 ２.５％ ２４回
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査等について支援した。

③相談指導

１１．予防衛生事業

（１）結核予防事業

①レントゲン撮影・受診者数 ２１５人

高齢者層の発病増加などから、６５歳以上の方を対象として実施した。

②予防接種

結核予防法に基づき、ＢＣＧの予防接種を実施した。

（２）伝染病予防事業

①法定の予防接種

感染症予防のため、予防接種法による各種予防接種を実施した。

妊娠届出数 ４２人 ＨＩＶ抗体検査 ４２件

子宮頚がん検査 ４２件 超音波検査 １７２件

区 分 実 施 回 数 延指導実施人数

ペンギン倶楽部（両親学級） ３回 ２５人

妊 産 婦 訪 問 指 導 １９件 ３０人

新 生 児 訪 問 指 導 ３２件 ６５人

そ の 他 の 母 子 訪 問 指 導 ４０回 ９４人

パクパク訪問（離乳食訪問） ２２回 ２３人

母 乳 相 談 訪 問 １回 １人

すくすく相談（育児相談） ６回 ４７人

育 児 相 談 （ 療 育 相 談 ） ３回 ２７人

巡回相談（町内保育園・幼稚園） ３回 ―

言 葉 の 相 談 １２回 ７人

身 体 相 談 ６回 ７人

離 乳 食 試 食 ６回 ７６人

離 乳 食 教 室 ３回 ５１人

ひ よ こ 倶 楽 部 １２回 ２２６人

お ひ さ ま 教 室 １２回 １７０人

区 分 実施回数 実施人員

Ｂ Ｃ Ｇ 幼 児 ６回 ２７人

区 分 実施回数 実施人員 備 考

不 活 化 ポ リ オ 医療機関にて随時

初 回 １ 回 目 ２４人

個別
初 回 ２ 回 目 ２８人

初 回 ３ 回 目 ３０人

追加 ２５人

三 種 混 合 医療機関にて随時

初 回 １ 回 目 １２人

個別
初 回 ２ 回 目 １６人

初 回 ３ 回 目 １６人

追加 ３７人

四 種 混 合 医療機関にて随時 初回１回目 ３４人 個別
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※日本脳炎については、国通知により、一部積極的な勧奨を再開しています。

②任意の予防接種

感染症予防のため、町独自（任意）による各種予防接種を実施した。

１２．地域組織活動

（１）母子愛育会

地域に住むすべての人々を班員とし、班員の中から選出された愛育班員を中心として活動する自主的

組織であり、母と子また、高齢者の保健を中心に自分の家庭から地域の人々へと連帯感を深めながら事

業を実施した。

初 回 ２ 回 目 ３０人

初 回 ３ 回 目 ２５人

追加 ０人

麻 し ん 風 し ん 医療機関にて随時
１期 ４４人

個別
２期 ４９人

麻 し ん 医療機関にて随時
１期 ０人

個別
２期 ０人

風 し ん 医療機関にて随時
１期 ０人

個別
２期 ０人

二 種 混 合 小学校にて２回 ７６人 集団

日 本 脳 炎

小学校にて４回

医療機関にて随時

１期初回１回目 ８０人

集団個別併用１期初回２回目 ８１人

１期追加 １５４人

医療機関にて随時 ２期 ５０人 個別

子 宮 頸 が ん 医療機関にて随時

１回目 ７人

個別２回目 ５人

３回目 ６人

小 児 用 肺 炎 球 菌 医療機関にて随時

初回１回目 ７５人

個別
初回２回目 ５２人

初回３回目 ４０人

追加 ２８人

ヒブ（インフルエンザ菌ｂ型） 医療機関にて随時

初回１回目 ７３人

個別
初回２回目 ４４人

初回３回目 ４２人

追加 ３５人

高 齢 者 イ ン フ ル エ ン ザ 医療機関にて随時 １，２５９人 個別

合 計 － ２，４７７人 －

区 分 実施回数 実施人員 備 考

中学３年生インフルエンザ 医療機関にて随時 ４８人 個別

高齢者肺炎球菌ワクチン 医療機関にて随時 ５７人 個別

合 計 － １０５人 －

班員数 活動回数 延参加人数 活 動 内 容

１４８人 ６４回 ３２３人

・子育て支援事業

・声かけ活動や班長会議、地区別研修会の開催

・各種健（検）診事業の協力
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（２）食生活改善推進員協議会

料理講習会・実習を通じて「健康は食生活から」をテーマに、食中毒等についての衛生面での教育も

含めた活動を実施した。

会員数 活動回数 延参加人数 活 動 内 容

３６人 ４９回 ２７７人

・研修会、講習会の開催

・ボランティア活動

・各種事業への調理部門の協力
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第 ７ 労働部門における主要施策

１．労働事業

① 地域の特性や民間活力を生かした地域開発を図り、地域における雇用の拡大と安定を確保するため

秩父地域雇用対策協議会、（社）埼玉県雇用開発協会に対して１６８，５９５円を助成した。

②雇用の促進を目的としたメールマガジンを発信し、秩父地域の雇用促進につなげるため、秩父地域雇用

対策協議会に対して、２２８，１７０円を助成した。

③事業所の労働災害の防止並びに労働者の健康保持に関する業務の遂行、指導のため（社）秩父地区労働

基準協会長瀞支部に対して５７，０００円を助成した。

④労働者の生活の向上、親睦を図るため、秩父地区メーデー実行委員会、新規学校卒業就職者激励会、長

瀞町勤労者親睦会に９０，０００円を助成した。

２．住宅資金貸付事業

町内産業労働者の福祉の向上及び労働力の確保に資するため、勤労者の住宅の新増築及び宅地の取得等

に必要な資金として、産業労働者住宅資金の融資斡旋を行った。

３．緊急雇用創出基金事業

国の交付金により、埼玉県が基金を造成し、市町村が地域の実情に応じて必要な事業を実施するもので、

事業実施にあたり離職を余儀なくされた非正規労働者等の失業者を雇い入れることにより、緊急的な短期

の雇用の機会を創出する。

平成２５年度は、震災等緊急雇用対応事業（１０分の１０補助）を利用し、１事業（宝登山地域花と緑

の保全活用事業）を実施した。

事業名 事業費

宝登山地域花と緑の保全活用事業 ５，８５４，０６９円
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第 ８ 農林水産部門における主要施策

１．農業委員会事業

農業委員会は、定例会議を１２回開催したほか農業者年金、ふるさと農園管理運営組合等の事務処理を

行った。

（１）農地の移動状況

（２）農業者年金加入者及び受給者の状況

２．農業振興事業

（１）数量調整円滑化推進事業の状況

（２）農業振興地域整備計画の変更状況

（３）農業振興事業の実施状況

長瀞町の農業振興を図るため、農業生産の確保と特産物の振興について、農業振興対策事業、観光農

業振興対策事業、遊休農地活用対策事業、特産品開発事業を行う者に対し補助金を交付し、産地化を図

るとともに、農業生産者団体等の育成を図った。

区 分 件数
面 積（㎡）

田 畑 計

農 地 法 第 ３ 条 ４ ０ １６，６４５ １６，６４５

上記のうち貸借・使用貸借 １ ０ １５，１１９ １５，１１９

農地法第４・５条（転用許可） ４２ １２１ １７，００６ １７，１２７

農業経営基盤強化促進事業 １６ １，００５ ２４，５４６ ２５，５５１

加入者 受給者

０人 ３９人

水稲作付者 水稲目標面積 水稲作付面積 水稲生産配分数量 生産確定数量

２６人 ６．８ha ２．８ha ２９．０㌧ ８．１㌧

区 分 件 数 変 更 面 積

農振農用地区域 除外地 ２１件 １４，７８９㎡

事 業 名 事 業 内 容 事 業 費

農 業 振 興 対 策 事 業

種苗・椎茸種駒補助 ちちぶ農協長瀞支店 ７４，０００円

土壌病害虫防除費補助 ちちぶ農協長瀞支店 ６０，０００円

種苗費・養蚕事業補助 ちちぶ農協長瀞支店 ３８，０００円

組合（３団体）運営費補助 ちちぶ農協長瀞支店 ５５，０００円

椎茸組合運営費補助 ちちぶ農協長瀞支店 ４０，０００円

有害鳥獣防護柵等設置費補助 ４人 １０９，０００円

観 光 農 業 振 興 対 策 事 業 観光農園団体のＰＲ費補助 １団体 ５０，０００円

地 域 特 産 品 開 発 費 補 助 事 業 特産品開発費用を補助 ２事業者 １，０００，０００円

遊 休 農 地 解 消 対 策 事 業 遊休農地を耕作する者に種苗購入費補助 ４名 １２３，０００円

遊 休 桑 園 活 用 事 業 遊休桑園を畑にするまでの経費を補助 １名 ４４，０００円

農業近代化施設資金借入利子補給金 農業近代化施設資金借入金利子補給 １人 ５，６１３円
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（４）大雪災害に伴う見舞金交付事業の実施状況

平成２６年２月１４・１５日に発生した昨今例を見ない大雪により１００㎡以上の農業用生産施設に被

害を受けた営農者に対して、見舞金を交付した。

・対象人数 １０名 支出額 １，０００，０００円

（５）農業経営改善事業の実施状況

将来の長瀞町の農業を見つめ地域に即した農業振興を実現するため、町の農業経営基盤の強化の促進

に関する基本構想に基づき、長瀞町担い手育成総合支援協議において、担い手となる認定農業者の掘り

起こしを行った。

・平成２５年度実績 新規認定農業者 １名 再認定 ２名

商工会青年部が主催するふれあいフェスタ長瀞に助成し、「山村と都市の交流事業」として山村地域と

都市部住民との交流を促進し、地域振興と農業振興を図った。

・助成金 １００，０００円

３．緑の村管理運営事業

（１）緑の村施設が快適に利用できることを目的に、施設周辺やお祭り広場の管理（除草・花木手入れ）を

長瀞町シルバー人材センターに委託して行った。

・委託費 ３００，０００円

（２）緑の村施設の利用率向上と地域産業の振興を図るため、長瀞町花の里づくり実行委員会を組織してハ

ナビシソウを中心にコスモスの栽培管理、アジサイの植え付け及び除草などを行い、総面積約１０，０

００㎡の花の里を各種団体や地域住民のボランティア活動によって管理運営した。

・補助金交付額 １，０００，０００円

（３）緑の村周辺（宝登山山頂ロウバイ園・花の里周辺）の除草・花木手入れ・整備等の管理を緊急雇用創

出事業を活用して実施した。

・委託費 ５，８５４，０６９円 ４人雇用（述べ４,２００時間）

４．林業振興事業

国内産木材の需要低下、材価の低迷、林業労働者の高齢化等による労働力の減少のため適切な保育作業

ができず、年々荒廃山林が増加している。これらの状況下において、森林資源を確保し優良材生産のため、

造林・間伐事業を推進すると伴に、生産基盤である林道管理を行った。

（１）松くい虫対策

松くい虫防除及び予防対策事業等を行い、景勝地『長瀞』の景観の維持に努めた。

事 業 名 事 業 内 容 事 業 費

美しい森づくり事業（被

害木伐採駆除）業務委託

防除５．０㎥（松４本）

大字長瀞・井戸地内（瀞月荘周辺・人打）
６６，１５０円

美しい森づくり事業（予

防薬剤樹幹注入事業）業

務委託

予防薬剤注入：松３８本（アンプル１９２本）

大字長瀞地内（長瀞駅・自然の博物館及び長生館

周辺）

５２７，１００円
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（２）家庭募金緑化事業

平成２５年度家庭募金緑化事業交付金を活用して、平成２５年度長瀞中学校卒業生が卒業記念として中

学校校庭に植樹する桜とハナミズキの苗木を提供した。

（３）宝登山枯損木等除伐再生事業

宝登山山頂までの枯損木の除去及び除伐と下草刈りを実施し林の景観を整え、生物多様性の保全など森

林の持つ公益的機能を回復させ、観光資源としての価値を高め、地域住民の憩いの場とすることを目的と

して実施した。 実施面積６．７ｈａ 事業費５，２５０，０００円

（４）林道

５．宝登山「四季の丘」公園整備事業

長瀞町のシンボルでもある宝登山の県造林伐採跡地の森林保全と、植栽を通した地域交流を目的として、

企業の森林づくり事業を実施した。また熊高森づくりの会２号地の植樹が実施された。

再協定 １件 協定者数 ９件

６．有害鳥獣対策事業

農作物を荒らす鳥獣から守るため、長瀞狩猟クラブにお願いし、有害鳥獣の捕獲を行った。

・出動日数：約６０日

・出動人員：約５３０人

・捕 獲 数：シカ１２頭、イノシシ１０頭、アナグマ３頭、タヌキ１頭、アライグマ３頭

７．有害鳥獣捕獲事業従事者補助事業

有害鳥獣による農林作物等の被害防止を推進するため、町が実施する有害鳥獣捕獲事

業の従事者に対し、狩猟者登録等に必要な経費について補助を行った。

・有害鳥獣捕獲事業従事者補助金 交付者数 １３名 補助額 １７２，０００円

事 業 名 事 業 内 容 事 業 費

林 道 管 理 事 業

台風等の天災や人災、獣害による林道の破損等の修

繕をはじめ、通行に支障のないよう管理した。
９７６，９３８円

地域行政区の協力を仰ぎ、榎峠線の除草清掃活動を

実施した。
３０，０００円

林 道 補 修 事 業

林道榎峠線改良工事測量・設計業務委託

（野上下郷地内）
２５２，０００円

林道葉原線改修工事（井戸地内）

Ａ＝１２１．５㎡
１，０５０，０００円

林道榎峠線改修工事その１（野上下郷地内）

Ａ＝４７．４㎡
１，８２２，８００円

林道榎峠線改修工事その２（矢那瀬地内）

Ａ＝１４０．８㎡
１，１３４，０００円

林道本山根線側溝布設工事（長瀞地内）

Ｌ＝４．０ｍ
４２５，２５０円

道路反射鏡設置工事（井戸地内）

２基
２９４，０００円
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第 ９ 商工部門における主要施策

１．商工業の振興

商工業の振興に資するため、商工業者の経営改善等の指導事業、各種融資制度による融資の取り扱い、

研修事業、福祉事業等の活動を行う長瀞町商工会に対し５，０００，０００円を助成した。また、消費生

活の改善・向上を図るため、長瀞町くらしの会の事業運営に対して助成するとともに消費生活相談業務を

秩父市へ委託した。

（１）中小企業経営対策資金利子補給関係

町内の中小企業の経営安定を図るため、日本政策金融公庫から経営改善、安定資金等を借り入れた中

小企業者に対し利子補給を行った。

・利子補給金の内訳

（２）住宅リフォーム等資金助成事業

町内産業の活性化及び町民の居住環境の向上を図るため、町民が町内業者を利用して住宅の改修工事

を行った場合に、申請に基づいて工事費の一部を助成した。

平成２５年度実績 交付件数１６件 助成額８００，０００円

２．観光の振興

（１）花いっぱい推進事業

花いっぱい推進運動の一環として、地域景観を花とみどりで美しく保ち、快適な生活空間を演出する

とともに、花を生かした美しい観光地づくりを推進するため、次の事業を実施した。

① 花の植栽事業

地域住民の花いっぱい推進運動に対する意識の高揚と啓蒙を図るため、公共施設・駅周辺等へ花の植

栽を年１回（前期／マリーゴールド・サルビア・トレニア・日々草・ベゴニア）実施した。

②花の応援事業

住民活動としての花いっぱい運動を奨励するため、運動協力者からの申請（４件）に基づき、花や植

栽に必要な資材等の支給を行い、花いっぱい推進団体の育成に努めた。

（２）インフォメーション事業

長瀞観光の広報宣伝を図るため、次の事業を実施した。

① 誘客対策

一般社団法人長瀞町観光協会へ誘客促進観光パンフレット作成の補助を行い、総合パンフレット(３万

資金使途 件 数 利子補給額（円）

運 転 ７８ ２，１３５，４５２

設 備 ２７ ７４６，７１１

運転設備併用 １０ ２５７，３３０

合 計 １１５ ３，１３９，４９３
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部)と英語版観光パンフレット(２万部)を新たに作成し、ハイキングマップ(３万部)を増刷した。
彩の国秩父観光協議会と協力して秩父地域の観光パンフレットを増刷した。

観光のＰＲとして、埼玉県観光課や彩の国秩父観光協議会で実施した観光キャンペーンや秩父鉄道主

催の観光キャンペーン等に参加した。また、各種観光パンフレットを作成・配布し、観光客の誘客を図

った。

②迎客対策

一般社団法人長瀞町観光協会に観光情報館（長瀞駅前）の指定管理業務を行わせ、観光案内業務、ロ

ケーションサービス業務及び長瀞駅前モニュメントの運営管理を委託した。

③テレビ埼玉情報番組提供事業

テレビ埼玉情報番組協議会と協力して、「ごごたま ちちぶなう。」を放映した。

（３）魅力ある観光地づくり推進事業

観光と農産物をＰＲするため、｢観光・農産物ＰＲキャンペーン｣を一般社団法人長瀞町観光協会に委

託して実施した。

（４）花木の維持管理

花の名所である桜並木、通り抜けの桜、野土山の桜等の管理業務を一般社団法人長瀞町観光協会に委

託（１，０００，０００円）した。

（５）観光施設管理事業

長瀞町を訪れる観光客が快適な観光を楽しめるよう、公衆トイレ（８箇所）の清掃業務を一般社団法

人長瀞町観光協会に委託（２，３４０，０００円）した。

（６）長瀞八景管理事業

小坂花の会が、仲山城跡地周辺の休憩所と榎峠付近の除草と美化清掃を実施した。

井戸上郷区美しいむらづくり会が、蓬莱島周辺の除草と美化作業を実施した。

長瀞桜と松等を守る会が、月の石もみじ公園を中心とした上長瀞周辺の除草と美化清掃を実施した。

（７）観光団体等の育成、観光イベントへの助成

長瀞町の観光振興を推進するため、一般社団法人長瀞町観光協会の事業運営に対して助成するととも

に、長瀞船玉まつり実行委員会のまつり運営に対して助成を行った。

・一般社団法人長瀞町観光協会補助金 ５，０００，０００円

・長瀞船玉まつり実行委員会補助金 ２，１３０，０００円

（８）観光団体等事業への参加

埼玉県及び秩父地域の観光振興を図るため、埼玉県物産観光協会、秩父地域おもてなし観光公社、彩

の国秩父地域観光協議会、埼玉県外国人観光客誘致推進協議会の事業に参加した。
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第１０ 土木部門における主要施策

１．道路橋梁総務事業

（１）道路照明灯の維持管理

既設の道路照明灯（１３８基）の維持管理を行った。

（２）道路占用許可事務

町道に一定の工作物、物件等を設け、継続して使用しようとする道路占用の申請が新規４３件、更新

１２９件あり、その許可事務を行った。

（３）公共物使用許可事務

認定外道路・水路に一定の工作物、物件等を設け、継続して使用しようとする公共物使用の申請が新

規１２件、更新３４件あり、その許可事務を行った。

（４）道路台帳作成事業

道路改良工事等により道路状況（形態）が変わり、既成道路台帳の管理用図面、調書等を新しい内容

に修正する必要があるため、補正業務を委託した。

（５）境界確認業務

境界確認申請に基づき、町道・認定外道路及び水路の官地と民地の境界確認作業を４０件行った。

（６）道路工事施工承認事務

道路管理者以外の者が町道に関する工事を行う道路工事施工承認申請が２件あり、その承認事務を行

った。

２．道路維持事業

道路のもつ機能、美観、環境衛生、交通災害の予防、道路の保全等常時良好な状態を保つため維持修繕

（補修工事、原材料支給等）及び交通安全施設整備事業を行った。

主な事業は、次のとおりである。

（１）道路維持事業

事 業 名 事 業 内 容 事 業 費（千円）

道 路 維 持 （ 修 繕 ） 長瀞９３号線 他７箇所 １，１４２

道路維持（手数料） 幹線３６号線 他８箇所 ９３７

道 路 維 持 補 修 工 事 幹線８号線 他８箇所 ６，９３５

草 刈 業 務 委 託 幹線５号線 他６箇所 １，０１８

原 材 料 支 給 ７行政区 １０件 ５２６

町道境界杭再現等委託 １件 翌年度繰越し

地理情報システム更新委託 新規丈量図、境界査定図の更新 １，０７１

除 雪 業 務 委 託 町道全域 ２１日間 ２５，８０７

道路愛護保全管理業務 道路の草刈、側溝清掃、補修作業、その

他道路管理のための軽作業及び消耗品
１，９８９
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（２）交通安全施設整備事業

（３）用地購入及び補償費

（４）職員による測量設計及登記事務等

３．道路新設改良事業

道路整備は、道路のもつ交通機能にあわせて、地域経済や文化、社会活動を支える重要な役割を持って

いる。

整備には、要望、請願をはじめ経済効果、地域の実情を踏まえて測量設計等委託業務、道路改良工事等

を順次進め、これに伴う用地取得及び補償を行った。

（１）測量設計等委託業務

（２）道路改良工事

事 業 名 事 業 内 容 事 業 費（千円）

道路反射鏡等設置工事

道路反射鏡 ６基

サインポール ７基

転落防止柵 ２７ｍ

２，６９９

路 線 名 用地購入費（千円） 補償費（千円） 地 区 名 備 考

長瀞６３号線(砂防関係) ３３７ ６０４ 長 瀞 個 人

路 線 名 種 別 内 容 地 区 名

幹 線 ８ 号 線 道路補修工事 測量・設計 野上下郷

岩 田 ２ ３ 号 線 道路補修工事 測量・設計 岩 田

長 瀞 ３ ５ 号 線 道路補修工事 測量・設計 長 瀞

長 瀞 ４ ２ 号 線 道路補修工事 測量・設計 長 瀞

本中 7 1・ 1 1 7 号線 道路補修工事 設計 本 野 上

本 中 ２ ８ 号 線 道路維持工事 測量・設計・境界確認・登記事務 中 野 上

長 瀞 ６ ３ 号 線
砂防工事に伴う

道路補修工事
登記事務（１件） 長 瀞

野上下郷５１号線 道路維持工事 測量・設計 野上下郷

井 戸 ６ 号 線 道路維持工事 測量・設計（工事は翌年度） 井 戸

野 上 下 郷 ９ 号 線 落石防護柵工事 設計 野上下郷

野上下郷５３号線 交通安全施設整備 測量・設計 野上下郷

本 中 ７ ０ 号 線 道路後退部分整備
測量・設計・境界確認

登記事務(１件)
本 野 上

路 線 名 内 容 事業費(千円) 地 区 名

矢 那 瀬 １ ２ 号 線 用地測量物件調査積算業務委託 １，０２９ 矢 那 瀬

長瀞２３・５０号線 路線用地測量道路詳細設計業務委託 ８，１２５ 長 瀞

路 線 名 事 業 内 容 事業費（千円） 地 区 名

長瀞 29・30・85 号線
（Ｈ24繰越）

側溝整備 L=128ｍ、
W=3.0m～4.0ｍ ７，５１６ 長 瀞

幹 線 ８ 号 線
道路改良 L=138ｍ、
W=7.0ｍ、4.0ｍ(野上下郷57号線) １７，８９５ 野上下郷

矢那瀬 6・14・44 号線 道路改良 L=112ｍ、W=4.0ｍ ５，２４０ 矢 那 瀬

矢那瀬 6・12・14・44号線 排水路整備（国道側溝）L=261ｍ ２５，３４５ 矢 那 瀬
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（３）用地購入費及び補償費

（４）職員による測量設計及び境界杭の再現作業・登記事務

４．河川総務事業

水害から地域住民の生活や生命・財産を守るため、水路の維持管理を行った。

（１） 河川維持管理

（２）河川改修測量設計委託

（３）河川改修工事

（４）急傾斜地崩落対策事業

埼玉県が実施する急傾斜地崩落対策事業に伴い、事業費の一部を負担した。

付帯排水路(国道１４０号)
野上下郷１７・２８号線 側溝整備 L=50ｍ、W=4.0ｍ ２，４４８ 野上下郷

幹 線 ２ ３ 号 線 側溝整備 L=46ｍ １，９０６ 本 野 上

本 中 ７ 号 線 側溝整備 L=47m １，４４９ 本 野 上

路 線 名 用地購入費（千円） 補償費（千円） 地 区 名 備 考

幹 線 ８ 号 線 ４，０７９ ４，７５３ 野 上 下 郷 個 人

矢那瀬 6・14・44号線 １，３６０ １，８５１ 矢 那 瀬 個 人

矢那瀬6・12・14・44号線
付帯排水路(国道１４０号) ― １，７２５ 矢 那 瀬 電 柱

矢 那 瀬 １ ２ 号 線 ６０３ ７６９ 矢 那 瀬 個 人

野上下郷１７・２８号線 ６９４ ― 野 上 下 郷 個 人

路 線 名 種 別 内 容 地 区 名

幹 線 ８ 号 線 道路改良
登記事務 ２権利者 ２３筆

杭の再現（１３点）
野上下郷

矢那瀬 6・14・44号線 道路改良
登記事務 ３権利者 １１筆

杭の再現（１０点）
矢 那 瀬

矢 那 瀬 １ ２ 号 線 道路改良 登記事務 ５権利者 ８筆 矢 那 瀬

長 瀞 ６ ８ 号 線 歩道整備(H24) 杭の再現（２点） 長 瀞

野上下郷１７・２８号線 側溝整備
路線測量・設計・境界確認

登記事務 １権利者 １筆
野上下郷

幹 線 ２ ３ 号 線 側溝整備 測量・設計・杭の再現（３点） 本 野 上

本 中 ７ 号 線 側溝整備 路線測量・設計 本 野 上

事 業 名 事 業 内 容 事 業 費（千円） 地区名

河川総務（手数料） 大堀土砂撤去作業 １４５ 中 野 上

事 業 名 事 業 内 容 事業費(千円) 地区名

熊 野 沢 測量・設計 ４７３ 野上下郷

事 業 名 事 業 内 容 事業費(千円) 地区名

熊 野 沢 護岸整備 L=10m ２，２８９ 野上下郷
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５．道路後退部分整備事業

接道規定による道路後退部分を町の道路敷きとして定着させるため、買取りを実施した。また、登記事

務を職員でも実施した。

６．建築確認申請等進達事務

建築基準法第６条による確認の申請等、１４件の受付事務を行った。

７．若者定住促進対策事業

（１）住宅取得奨励補助金

定住人口の増加と地域の活性化を図ることを目的に、新たな住宅を取得する者に対してその購入費用の

一部を助成した。

（２）旧雇用促進住宅「野上宿舎」管理

若者定住促進対策事業の拠点として利用するために購入した雇用促進住宅「野上宿舎」の管理を行った。

８．住宅管理事業

住宅に困窮している低所得者に安い家賃で賃貸し、生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的

に、下記４団地、８７戸の管理運営を行った。

町営住宅の維持管理のため、修繕を行った。

事 業 内 容 事業費（千円）

後退用地購入 ９件 ７７９

後退用地寄付 １件 ―

用地測量等委託 ９件 １，２３６

登記事務（職員）１０件 ―

件 数 金額（千円）

１７件 １２，８５０

団地名 建設年度 戸数 間取り

蔵 宮 団 地 昭 和 ３ ５ 年 度 ２ ２ Ｋ

根 岸 団 地 昭 和 ４ ５ 年 度 ５ ２ Ｋ

塚 越 団 地

昭 和 ５ ４ 年 度

昭 和 ５ ５ 年 度

昭 和 ５ ６ 年 度

昭 和 ５ ７ 年 度

昭 和 ５ ８ 年 度

昭 和 ５ ９ 年 度

１２

１０

１０

８

８

２

３ Ｄ Ｋ

３ Ｄ Ｋ

３ Ｄ Ｋ

３ Ｄ Ｋ

３ Ｄ Ｋ

３ Ｄ Ｋ

袋 団 地
平 成 ３ 年 度

平 成 ５ 年 度

８

２２

２ Ｌ Ｄ Ｋ

２ Ｌ Ｄ Ｋ

修 繕 名 修 繕 内 容 修繕費（千円）

町 営 住 宅 修 繕

空家３戸 給排水修繕６戸 床張替え３戸

屋根・雨樋修繕１１戸 給湯器交換６戸

塚越地内街路灯交換修繕２件

塚越団地浄化槽機器交換修繕１件

集会所修繕１件 他

３，２３０
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町営住宅塚越団地長寿命化改善事業により、住宅の長寿命化図るため、外壁等の改修を行った。

工 事 名 工 事 内 容 工事費（千円）

町営住宅塚越団地外壁等改

修工事

６棟１２戸・外壁ひび割れ補修531.5ｍ
塗装工519.0㎡ ６，７０９

委 託 名 業 務 内 容 委託費（千円）

町営住宅塚越団地外壁等改

修工事設計業務委託
６棟１２戸・外壁改修・塗装改修 ４９３
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第１１ 消防部門における主要施策

１．常備消防事業

秩父広域市町村圏組合消防負担金として１億２，９５６万１千円の負担をした。

２．非常備消防事業

長瀞町消防団に対する交付金、備品整備などを行い消防団員の処遇改善に努めた。

３．消防施設整備事業

４．防災対策事業

災害発生時に備えるため、備蓄品等の整備を実施した。

自主防災組織の活動に対して支援事業を実施した。

種 別 金 額 内 容

交 付 金 ９１０，０００円 運営費として交付（秩父支部操法大会分

を含む）

備 品 購 入

４８８，０４０円 消防ホース１６本

１４９，９４０円
ポンプ車用吸水管１本、消防車バッテリ

ーなど

４５６，７５０円 消防団員用制服、活動服など

事業内容 事業費

防火水槽補修工事（大字野上下郷地内） ８５０，５００円

長瀞地区コミュニティ消防センター舗装工事 ９３４，５００円

長瀞地区コミュニティ消防センター階段補修工事 ９９０，１５０円

事業内容 事業費

備蓄用飲食料品等（飲料水、保存用食品、乳幼児用品等） ３６０，１２５円

災害時特設公衆電話用電話機 １６，１００円

自主防災・防犯部会名 事業内容 補助金

大木小路区 災害用資材購入（テント等） １９９，４００円

大木小路区 救出・搬送・炊き出し訓練の実施 ３３，８００円

井戸風布地区 災害用資材購入（投光機） ４１，６００円

小坂区 地域防災手引印刷配布 ９，０００円

上長瀞区 安否確認訓練の実施 １６，５００円
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第１２ 教育部門における主要施策

長瀞町教育委員会は、教育基本法の精神に則り、長瀞町町民憲章の意を体して人間尊重の理念を踏まえ、

生涯にわたる教育の機会均等を図り、町民の要請にこたえる教育行政の推進に努めた。

このため、「心豊かな人をはぐくむまちづくり」を目標に次の施策を決定しました。

１ 確かな学力と自立する力の育成

２ 豊かな心と健やかな体の育成

３ 学校教育における環境の充実

４ 家庭・地域の教育力の向上

５ 生涯学習とスポーツの振興

１．教育委員会事業

（１） 教育委員会事業

◎教育委員会開催

・定例会 １２回

・議決件数 １９件

・規則等の制定改廃 １０件

２．教育委員会事務局事業

（１）「ながとろ教育・第３４号」の発行を行った。（Ａ４版、３２ページ、２００部）

（２） 就学支援委員会事業

◎児童・生徒に適した就学先を判断するために協議を行い、教育長に答申した。

・就学支援委員会 年２回開催

（３） 教育相談事業

◎教育相談を毎月第３木曜日に実施した。（教育委員会でも随時に受付）

（４）幼稚園・保育園・学校連絡協議会

◎幼稚園及び保育園・学校との連絡を密にし、教育の効率化を図った。

・協議会 １回

・幼稚園訪問 １回

・児童・生徒指導情報交換会 ３回

（５） 入学準備金・育英奨学金貸与事業

◎入学準備金の調達が困難な者に対し、入学準備金を貸与している。

・入学準備金 私立大学生 １人、専門学生 １人

◎経済的な理由で就学が困難な者に対し、育英奨学資金を貸与した。

・育英奨学資金 私立大学生 １人

（６）小・中学校入学祝金支給事業
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◎入学時における家庭の経済的負担の軽減及び児童・生徒の健全育成を支援するため、入学祝金の支給を

行った。（小学生：１０，０００円／人 中学生：３０，０００円／人）

・支給件数 小学生 ５６人・中学生 ７０人

（７）要保護・準要保護児童生徒援助費補助事業

◎就学が困難な要保護・準要保護児童生徒の保護者に対し援助費を給与した。

要保護については国庫補助があるが、準要保護は交付税算定に組み入れられることとなった。

・要 保 護 ２世帯３人 ・準 要 保 護 １３世帯２２人

（８）私立幼稚園就園奨励費補助事業

◎私立幼稚園就園児の父母に対し国庫補助を受け国庫補助の基準に準じて奨励費補助を行った。

・補助件数 ５８件

（９）修学旅行（小・中）補助事業

◎小・中学校児童・生徒の保護者に対し、修学旅行費の補助を行った。

（小学生：箱根・鎌倉１泊２日 ２，０００円／人・中学生：関西方面２泊３日 ４，０００円／人）

小学生 ８２人 ・中学生 ６６人

（１０）英語講師派遣事業

◎中学校の英語教育において、外国人青年による語学指導を行い、生きた英語に接することで外国語に

対する関心を高め、学習意欲の高揚と学力の向上を図った。

（１１）国際理解教育事業

◎児童が英語に慣れ親しみ異文化への理解を深めるため、小学校（２校）で外国人講師による国際理解

教育を実施した。

◎町内の私立幼稚園・保育園（４園）に対し、国際理解教育を実施するための費用の一部を補助金とし

て交付した。

・長瀞幼稚園 １００，０００円 ・高砂保育園 １００，０００円

・かやの木幼稚園 １００，０００円 ・たけのこ保育園 １００，０００円

（１２）特別支援教育学校支援員配置事業

◎通常学級における、特別に配慮が必要な児童一人ひとりの状況に応じた、学校生活への適応指導と学

習支援を行うため、長瀞第一小学校に４名、長瀞第二小学校に１名、長瀞中学校に１名の支援員を配

置した。

（１３）さわやか相談員配置事業

◎いじめや不登校など生徒指導上の諸問題の未然防止とその解消を図るため、中学校に相談員を１名配

置した。

３．小・中学校管理事業

魅力ある学校づくりの推進・豊かな心を育てる教育の推進を重点施策とし、次の事業を実施した。
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（１）学校経営の充実

◎各小･中学校を訪問し、学校経営の充実を図った。

◎定例校長会議（毎月１回）を開催し、各校の教育計画の実現と当面する課題解決に努めた。

◎教頭会議（毎月１回）を開催し、当面する教育上の課題について、その対応や改善策について協議し、

学校運営の充実と教頭としての資質の向上を図った。

（２）学習指導の充実

◎長瀞第一小学校・長瀞中学校に加配教員を配置し、算数・数学科における少人数指導を実施し、個に

応じた指導の充実を図った。

◎学校訪問や校長会議等を通じて、「確かな学力」の育成をめざして、授業の改善に努めるとともに、各

学校の教育指導計画については、生きる力をはぐくむ指導と評価の計画の改善を進めるよう指導助言

した。

◎教育に関する３つの達成目標の推進

平成２５年度については、達成目標の取組に係る効果の検証調査を実施しなかったが、生きる力をは

ぐくむ教育の推進に向けて、引き続き「学力」「規律ある態度」「体力」それぞれの育成を目指して、

各校で組織的・計画的な取組を行った。

（３）教職員の資質の向上

◎要請訪問において、研究授業及び研究協議の指導者として指導主事を派遣し、教職員の授業における

指導力向上に努めた。

◎小・中学校のすべての教職員を対象とした合同研修会を開催し、学校教育における様々な課題への対

応について資質の向上を図った。（郷土学についての講演会・特別支援教育研修会）

◎小・中学校に本年度新たに転入した教職員を対象とした現地研修会を開催した。長瀞町の自然や歴史、

文化等に関する研修を行い、児童生徒を育む郷土に対する理解を一層深めるよう努めた。

◎教員の資質・能力の向上とコミュニケーションの円滑化を図るため、主として若手教員を対象にした教

師向上チャレンジ研修会を開催した。

◎小・中学校の円滑な接続を通し、義務教育９年間で一定の力を身に付けるための共通の方針「長瀞町小・

中学校『４つの指導指針』」の活用を図った。

（４）生徒の指導の充実と家庭・地域との連携

◎いじめ、不登校等の問題の早期発見、早期解決のための生徒指導・教育相談体制の充実に努めた。

◎各小・中学校とさわやか相談員、スクールカウンセラー等との効果的な連携により、迅速で組織的な

対応に努めた。

◎小中生徒指導主任等連絡協議会を開催し、小中学校間の連携を一層推進した。

◎学校応援団の様々な人材を学校教育に活用し、小学校における教育活動の充実を図った。

◎家庭の教育力向上を目的に「確かな学力をはぐくむ家庭教育」の啓発に努めた。

◎中学校社会体験チャレンジ事業

中学生に地域社会の中で職場体験やボランティア経験をとおして、みずみずしい感性や社会性、自立

心を養い、たくましく豊かに生きる力の育成を図った。

◎中学校「ふれあい講演会」事業（県委託事業）

人生経験豊かな地域で活躍している方の経験をお話しいただき、生徒自らの生き方の指針とし、進路
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指導の充実を図った。（H24.8.25実施、講師：落語家・林家たい平氏）

（５）体力向上・健康教育の充実

◎体力向上推進委員会を年３回実施し、児童・生徒の体力向上の推進に努めた。

（６）学校事故防止

◎安全点検日の設定や避難訓練等をとおし、事故防止の徹底が図られるよう努めた。

◎登下校時に指導を実施し、交通安全の徹底を図った。

◎学校防犯パトロール事業

今なお、社会では児童生徒が巻き込まれる事件・事故が多発していることから、この事態を未然に防

ぐため、学校を中心としたパトロ－ル活動を実施した。

◎地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業

地域社会全体で学校安全に取り組む体制を整備し、安全で安心できる学校が確立されるよう、埼玉県

より委嘱されたスクールガード・リーダー（２名）を配置した。

（７）施設整備状況

◎小・中学校施設整備事業 （単位：円）

４．社会教育総務事業

長瀞町教育行政重点施策を受け、次の施策を社会教育の目標とし、各種事業の推進に努めた。

１ 生涯学習とスポーツの振興

２ 家庭の教育力の向上

３ 人権を尊重する教育の推進

４ 伝統と文化を尊重する教育の推進

事 業 名 事 業 内 容 事 業 費

第一小学校・第二小学校

・小学校コンピュータ等整備事業
一小 ノートパソコン１１台（教師用）他

二小 ノートパソコン ７台（教師用）他
３，６４０，１４０

【第一小学校】

・屋外遊具設置工事 二連ブランコ２基、低鉄棒１基 ６４０，５００

・ジュニア用バスケットゴール設置

工事
ジュニア用バスケットゴール１組 ２８２，４５０

・大規模（高効率型照明）改造工事
校舎東棟・西棟の教室、廊下等電気設備交

換
１５，８９５，９５０

【第二小学校】

・屋外遊具設置工事 四連ブランコ１基、吊橋チエーン１基 ５５６，５００

・体育館自動火災報知機設備改修工

事

自動火災報知設備（８種、３３個）

誘導灯及び誘導標識（６台）
７３５，０００

【中学校】

・技術科棟屋上防水改修工事 屋上防水工 ５０８．９㎡ ３，８３５，６５０
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（１）生涯学習推進体制、施設の整備・充実

◎生涯学習時代に入り、住民と行政が一体となり生涯学習の推進の指針となる、『はつらつ長瀞生涯学

習推進プラン』に基づき、生涯学習推進体制の整備を図った。

（単位：千円）

◎社会教育団体補助事業

社会教育の推進母体となる団体への事業費の補助を行い、生涯学習の推進を図った。

・長瀞町文化団体連合会 ２６０，０００円

（２）スポーツ・レクリエーション活動の振興

◎スポーツ推進事業

明るく、豊かで活力に満ちた生活を実現するため、あらゆる機会を通して、自ら進んでスポーツ・レ

クリエーション活動に参加できるよう、生涯スポーツの振興を図るため、次の事業を実施した。

◎スポーツ推進審議会事業

平成２５年度各種スポーツで優秀な成績、功労のあった町民に贈る、「長瀞町スポーツ賞」として、体

育功労賞１名、優秀選手賞金賞・個人の部９名、団体の部２団体、優秀選手賞銀賞・個人の部７名、

団体の部３団体を表彰した。

◎社会体育団体補助事業

スポーツ推進団体への事業費の補助を行い、心身の健全な発達を図った。

・長瀞町体育協会 １，３００，０００円

・長瀞町スポーツ少年団 ２５５，０００円

◎社会体育整備事業

◎体育施設利用状況

◎学校開放利用状況

事 業 名 月 回数 対 象 参加者 事業費 備考

成 人 式 １ １ 成人者 ７１ ５０５

家 庭 教 育 学 級 ５～３ 年間 一般・中学生 １９１ ８６

事 業 名 月 回数 対象 参加者 事業費

走 り 方 教 室 ４月 ３回 小・中学生 ３９人 ４２，０００円

エ ア ロ ビ ク ス 教 室 ５月 ３回 町民 ３１人 ―

体 力 テ ス ト ７月 １回 町民 １３人 １，８００円

ド ッ ヂ ビ ー 教 室 ９月 ２回 町民 １５７人 ―

事 業 名 事 業 内 容 事 業 費

長瀞町総合グラウンド管理棟トイレ水洗化工事
総合グラウンド管理棟のトイレを

汲取り式から水洗式に改修
５，１９３，３００円

長瀞町総合グラウンド防球ネット設置工事 グラウンドバックネットの改修 ４，２８４，０００円

施 設 名 グラウンド テニスコート 計 使 用 料

総合グラウンド ６，４０８人 ３６２人 ６，７７０人 ７２，７５０円

塚越グラウンド ３，１６０人 ３，１６０人 ８，２５０円

屋 外 照 明 ３，２８２人 ３６８人 ３，６５０人 ５３，８００円

学 校 名 グラウンド（日中） 体育館 剣道場 柔道場 使 用 料

中 学 校 １３５人 １，４３４人 １，１８８人 ０人 ２３，０００円
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（３）人権を尊重する教育の推進

◎当町における人権教育の振興を図り、同和問題を柱とした人権問題を早期に解消するため、推進体制

の整備、啓発活動、また、指導者の育成としての指導者研修会を実施し、より明るい地域社会づくり

を目指し、下記の活動を行った。

（単位：千円）

◎人権教育関係団体に対し補助金を交付した。

・長瀞町人権教育推進協議会 ７０，０００円

（４）地域ぐるみの青少年健全育成の推進

◎次代を担う青少年の健全育成及び非行防止を図るため、青少年健全育成長瀞町民会議を中心に、青少

年育成会連絡協議会との連絡を密にしながら、健全育成のための各種事業を実施した。

主な事業として夏休み映画会、夏季、秋季に子供会球技大会、冬季にカルタ大会を実施した。また、

青少年育成推進員による町内巡回パトロールを実施し、青少年の健全育成、非行防止を図った。

◎青少年健全育成関係団体に対し補助金を交付した。

・青少年健全育成長瀞町民会議 ４８，０００円

・長瀞町青少年育成会連絡協議会 ３８０，０００円

（５）文化活動の促進

◎町民の芸術、文化活動の推進を図るため、文化団体連合会を中心として文化展を実施し、「文芸なが

とろ」の発行を行った。（Ａ５判、７２ページ、２５０部）

・文化展 期 日 １１月１日～３日の３日間

出 品 数 約１，０００点

入場者数 約６００人

（６）文化財の保護・活用の推進

◎文化財保護審議会開催

町の諮問に応じて、町文化財保護審議会を２回開催し、重要事項の審査を行った。また、秩父地区文

化財保護協会の理事会・総会・研修会に参加した。

◎旧新井家住宅・郷土資料館管理公開事業

国指定重要文化財である「旧新井家住宅」の維持管理を行うとともに、郷土資料館を含めた施設公開

を通じて、多くの人達に文化財保護の意識の向上を図った。

・年間観覧者数 ８，０５８人

第 二 小 学 校 ２，７６０人 ５１２人 ３５，０００円

第 一 小 学 校 ５３５人 ２，６９０人 ８，０００円

事 業 名 期 間 回数 対 象 参 加 者 事 業 費

指 導 者 研 修 会 ７月 １ 人推協委員･町職員 ８７人 ０

夏 休 み 映 画 会 ８月 ２ 小学生･父母 ７８人 ０

冬 休 み 映 画 会 １２月 ２ 小学生･父母 ２５人 ０

人権標語及び作文集作成配付 １月 １ 全 世 帯 ２，８００部 １２４

人権教育啓発用品配付 １２月 １ 小 中 学 生 ５９５人 ６０

春 休 み 映 画 会 ３月 ２ 小学生･父母 ２２人 ０
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・年間観覧料 １，０７１，７３０円

◎国・県指定文化財管理事業

年間を通じて指定文化財を適切に管理していただいている団体等に対し、謝礼を支払った。

・野上下郷石塔婆管理謝礼 ３０，０００円

・寛保洪水位磨崖標管理謝礼 １０，０００円

◎町指定無形民俗文化財補助事業

町の貴重な伝統文化である神楽の継承団体に対し、補助金を交付した。

・宝登山神社神楽団 ５０，０００円

・岩田神楽団 ５０，０００円

◎文化財防火査察、防火訓練の実施

秩父消防署北分署員並び文化財保護審議会委員と担当職員で巡回査察・安全管理点検を行った。また、

秩父消防署北分署と消防団並びに地元住民との共催で、旧新井家住宅の防火訓練を実施した。

◎文化財誌等刊行物の頒布

町の歴史・伝統・文化を後世に継承するため、町が刊行した文化財誌等の頒布を行った。

・刊 行 物 「新・長瀞ひとり歩き」、「長瀞町史民俗編Ⅰ・民俗編Ⅱ・自然編・近代現代資料編」、

「持田鹿之助日記第２・４・５・６・７・８集」

・販売部数 ２３部

・販売金額 ４７，０００円

◎埋蔵文化財保存事業

町内に存在する埋蔵文化財を保護するため、試掘調査を実施した。

・埋蔵文化財試掘調査件数 ７件

・埋蔵文化財発掘調査件数 ０件

５．公民館事業

生涯学習の拠点として町民の学習の場として各種講座、教室を実施した。

（１）講座・教室・事業 （単位：千円）

事 業 名 期 間 回数 対 象 者 参加者数 事 業 費

な が と ろ 少 年 教 室 ７月 ２ 小 学 生 ４０人 １４

クラフトテープバック教室 ６月 ２ 町 民 一 般 ２４人 １４

中 国 料 理 教 室 ９月 ３ 町 民 一 般 ３９人 ２１

公 民 館 子 ど も 教 室 ８月 １ 小 学 生 １６人 ５

プリザーブドで作るクリスマ

ス ・ お 正 月 飾 り 教 室
１１月 ２ 町 民 一 般 ２７人 １４

ガ ラ ス 細 工 教 室 １１月 ２ 町 民 一 般 １５人 １０

押 し 花 絵 教 室 １０月 ２ 町 民 一 般 １８人 １０

１玉でできるふわふわ

マ フ ラ ー 教 室
１２月 １ 町 民 一 般 １６人 ５

タ ペ ス ト リ ー 教 室 ７月～１２月 ６ 町 民 一 般 ５８人 ４２

おまんじゅう・何にでも使える

甘 味 噌 作 り 教 室
１２月 １ 町 民 一 般 １３人 ５

楽 し く 健 康 体 操 教 室 ７月～１２月 ６ 町 民 一 般 ６６人 ４２

健 康 体 操 教 室 ９月～１０月 ８ 町 民 一 般 １３２人 ５６

フ ォ ー ク ダ ン ス 教 室 ９月～１０月 ４ 町 民 一 般 ５０人 ０

公民館・ホームまつり ３月 １ 町 民 一 般 ４２９人 １５
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（２）要覧・広報紙

◎平成２５年度要覧

◎「中央公民館・勤青ホームだより」月刊年１２回

（３）図書の貸出と図書室の利用

◎蔵書 １９，９９４冊 図書貸出数 １，８０１冊 利用者数 ９２９人

（４）子ども図書館

グループポポの会の協力により「クリスマス会」を１２月に実施した。

・参加者数 ４３人

（５）子ども映画会

映画会を８・１２・３月に実施した。

・延参加者数 １２５人

（６）ＣＤの貸出と利用

◎ＣＤ貸出枚数 ４１６枚 利用者数 １８５人

６．勤労青少年ホーム事業

勤労青少年の福祉増進のため各種事業を実施した。

（１）講座・教室・事業 （単位：千円）

（２）施設の利用状況

・開館日数 ３４３日

・利用者数 長 瀞 町 中 央 公 民 館 ６，２２２人

長瀞町勤労青少年ホーム １３，７８７人

長瀞町コミュニティセンター ３，９５２人

図 書・Ｃ Ｄ 関 係 ９３２人

そ の 他 ５９人

合 計 ２４，９５２人

合 計 ４１ ９４３人 ２５３

事 業 名 期 間 回数 対 象 者 参加者数 事業費

ﾌﾟﾘｻﾞｰﾌﾞﾄﾞﾌﾗﾜｰｱﾚﾝｼﾞﾒﾝﾄ教室 ６月～７月 ５ 勤労青少年・町民一般 ５３人 ３５

手 芸 教 室 １０月～１１月 ５ 勤労青少年・町民一般 ４０人 ２５

中 国 の 鍋 料 理 教 室 ２月 ３ 勤労青少年・町民一般 ３２人 ２１

ふ る さ と の 味 料 理 教 室 １１月 ２ 勤労青少年・町民一般 １５人 １４

陶 芸 教 室 １０月～１２月 ５ 勤労青少年・町民一般 ４６人 ３５

公 民 館 ・ ホ ー ム ま つ り ３月 １ 勤労青少年・町民一般 １８５人 １５

合 計 ２１ ３７１人 １４５
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７．公民館施設整備事業 （単位：千円）

８．学校給食管理事業

学校給食法の趣旨に基づき、児童生徒の心身の健全な発達に資し、併せて国民の食生活の改善に寄与す

ることを目的に、町内義務教育課程諸学校３校（小学校２校・中学校１校）に供給した。

（１）内容及び運営面

学校給食の給食内容は、衛生かつ安全であることはもとより、栄養バランスのとれた魅力あるものと

なるよう、その改善に鋭意努力し、児童生徒の嗜好の偏りをなくし、多様な食事内容に親しむことがで

きるような食事の組み合わせ及び調理方法について、工夫を凝らした。

また、給食事業の効率化を図ると共に、施設内の環境保全・殺菌消毒・原材料（物資）の検収及び水

洗い・調理機器類管理に対しても万全を期した。そして、職員の衛生管理はもとより、健康管理の徹底

を図り、常に事故防止を喚起し、給食の安全供給に資した。

（２）安心・安全のための学校給食環境整備事業

学校給食の安全性について、給食に使用される食材の放射性物質測定検査（1回3品目）を年間３７

回実施した。検査結果は、ヨウ素１３１、セシウム１３４、セシウム１３７はすべての検査で不検出で

あった。

（３）施設・設備の整備等

調理用機器等について、耐用年数を経過している物が多く、故障する頻度が多くなり、給食事業に支

障をきたすおそれがあるため、機器等の交換・修繕等の事業を実施した。

◎施設整備

事 業 名 事 業 費

冷暖房設備室外機修繕 １２１

浄化槽消泡管交換修繕 ２７５

冷暖房設備(事務室系統)修繕 １００

浄化槽蓋交換修繕 １９５

灯油地下タンク修繕 ２６０

体育室舞台緞帳修繕 １６３

事務室窓開口工事 ６３４

区 分

供 給 人 員
給食回数

（年）

給食延食数 給食費（月割）

1

米飯給食

（週３回）

パン給食

（週１～２

回）

めん給食

（１カ月２回）

牛 乳

（２００ｃｃ）児童生徒 職 員 計

第 一 小 学 校 ２９１人 ２７人 ３１８人 １８９回 ６０，１０２食 ３，６００円 １２０回 ５０回 １９回 １８９回

第 二 小 学 校 １０３人 １５人 １１８人 １８９回 ２２，３０２食 ３，６００円 １２０回 ５０回 １９回 １８９回

中 学 校 ２００人 ２4人 ２２４人 １８９回 ４２，３３６食 ４，３００円 １２３回 ４７回 １８回 １８９回

給食センター ― １４人 １４人 １９３回 ２，７０２食 ４，３００円 １２３回 ５０回 ２０回 １９３回

計 ５９４人 ８０人 ６７４人 １２７，４４２食 ― ― ― ― ―

事 業 名 事業費（千円）

雑排水処理施設撹拌ブロワーモーター修繕 ２０５

プレハブ冷蔵庫修繕 １４２

給湯器修繕 ４８

プレハブ冷蔵庫修繕 １４２
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・冷凍冷蔵庫 ７３千円

・防水型デジタル式上皿自動計り ２７千円

・炊飯器出口ローラーコンベア ５６２千円

・業務用給湯器 １，７９３千円

（４）小中学校給食費保護者負担金軽減補助金

保護者の負担軽減を目的とし全児童生徒を対象に小学生１，２００円（毎月）、中学生１，５００円

（毎月）の給食費の補助を実施した。

・補助金総額 ８，１０７千円

（５）給食の啓蒙普及活動

学校給食に対する理解・協力を図るため、義務教育課程諸学校児童及びＰＴＡによる試食会等を実施

した。

流入枡、枠交換修繕 ５１

内 容 人 員

一小１学年ＰＴＡ試食会 ３５人

二小１学年ＰＴＡ試食会 １５人

計 ５０人
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（特別会計）

第 １ 国民健康保険特別会計

国民健康保険制度は、国民健康保険法に基づき、国民健康保険事業の健全な運営を確保し、もって社会保

障及び国民保健の向上に寄与することを目的とし、けがや病気をしたときに、安心して受診できるように、

保険税を出し合い、みんなで助け合う制度です。また、国民すべてがいずれかの医療保険制度に加入する「国

民皆保険制度」になっており、国民健康保険は、この皆保険を支える大切な制度です。

現在、国民健康保険を取り巻く環境は、医療制度改革等が実施されているのにもかかわらず、医療技術の

高度化や高齢化の加速がもたらす医療費増大への対応が喫緊の課題である。

加入者については、前年度末と比較すると１７人の減となっているが、全町民に対する加入率の増減はな

かった。

なお、歳入決算額は、１０億７，４５９万円（対前年度比３．９％増）、歳出決算額は、９億６，１７４万

６千円（対前年度比５．１％増）で、形式収支は１億１，２８４万４千円の黒字となった。

１．平成２５年度国民健康保険特別会計決算状況

区 分
決 算 額

千円

構成比率

％

前年度決算額

千円

構成比率

％

増減率 ％

歳

入

保 険 税 １６８，４３９ １５．７ １７０，５７９ １６．５ △１．３

国 庫 支 出 金 １７９，７８０ １６．７ １４９，７３４ １４．５ ２０．１

療養給付費交付金 ５８，５８０ ５．５ ６０，０２６ ５．８ △２．４

前期高齢者交付金 ３２８，１７０ ３０．５ ３４０，５０７ ３３．０ △３．６

県 支 出 金 ７７，３０４ ７．２ ６７，６８３ ６．５ １４．２

共同事業交付金 ９２．５１６ ８．６ ７９，４２３ ７．７ １６．５

繰 入 金 ４８，９７６ ４．６ ４５，８２３ ４．４ ６．９

繰 越 金 １１８，８２６ １１．１ １１７，９９５ １１．４ ０．７

諸 収 入 等 １，９９９ ０．１ ２，０６４ ０．２ △３．１

合 計 １，０７４，５９０ １００．０ １，０３３，８３

４

１００．０ ３．９

歳

出

総 務 費 ２９，８６１ ３．１ ２９，０３９ ３．２ ２．８

保 険 給 付 費 ６２１，７２３ ６４．６ ５５６，８６２ ６０．８ １１．６

後期高齢者支援金 １２７，２５６ １３．２ １２２，２７４ １３．４ ４．１

前期高齢者納付金 １２９ ０．１ １２７ ０ １．６

老人保健拠出金 ５ ０ ６ ０ △１６．７

介護給付費納付金 ５４，９２０ ５．７ ５２，０１９ ５．７ ５．６

共同事業拠出金 １０２，９８８ １０．７ １００，９１６ １１．０ ２．１

保 健 事 業 費 ７，８０９ ０．８ ７，３８３ ０．８ ５．８

諸 支 出 金 等 １７，０５５ １．８ ４６，３８２ ５．１ △６３．２

合 計 ９６１，７４６ １００．０ ９１５，００８ １００．０ ５．１

歳入歳出差引額 １１２，８４４ ― １１８，８２６ ― ―
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２．平成２５年度国民健康保険税収入状況

◎全体 （単位：千円、％）

国民健康保険税に関するパンフレットやチラシを国民健康保険加入世帯に配布した。

◎詳細

①普通徴収一般分（医療分） （単位：千円、％）

②特別徴収一般分（医療分） （単位：千円、％）

③普通徴収一般分（後期高齢者支援金分） （単位：千円、％）

④特別徴収一般分（後期高齢者支援金分） （単位：千円、％）

⑤普通徴収一般分（介護納付金分） （単位：千円、％）

区 分 調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率

医療分現年課税分 １２９，２１２ １２５，３４０ ０ ３，８７２ ９７．０

後期分現年課税分 ２７，４１６ ２６，４３８ ０ ９７８ ９６．４

介護分現年課税分 １１，０１６ １０，４０９ ０ ６０７ ９４．５

現年課税分 小計 １６７，６４４ １６２，１８７ ０ ５，４５７ ９６．７

医療分滞納繰越分 ３２，０７０ ４，７７７ ９７９ ２６，３１４ １４．９

後期分滞納繰越分 ５，１４１ ７９４ ６２ ４，２８５ １５．４

介護分滞納繰越分 ４，２７２ ６８１ １０８ ３，４８３ １５．９

滞納繰越分 小計 ４１，４８３ ６，２５２ １，１４９ ３４，０８２ １５．１

合 計 ２０９，１２７ １６８，４３９ １，１４９ ３９，５３９ ８０．５

前年度決算額 １６８，４３９千円 収 納 率 ８０．５％

区 分 調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率

現 年 課 税 分 ９５，８００ ９２，０７４ ０ ３，７２６ ９６．１

滞 納 繰 越 分 ３０，７２９ ４，５７３ ９７９ ２５，１７７ １４．９

合 計 １２６，５２９ ９６，６４７ ９７９ ２８，９０３ ７６．４

区 分 調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率

現 年 課 税 分 ２１，８６３ ２１，８６３ ０ ０ １００．０

合 計 ２１，８６３ ２１，８６３ ０ ０ １００．０

区 分 調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率

現 年 課 税 分 ２１，０７２ ２０，１３１ ０ ９４１ ９５．５

滞 納 繰 越 分 ４，９９７ ７７２ ６２ ４，１６３ １５．４

合 計 ２６，０６９ ２０，９０３ ６２ ５，１０４ ８０．２

区 分 調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率

現 年 課 税 分 ４，０４３ ４，０４３ ０ ０ １００．０

合 計 ４，０４３ ４，０４３ ０ ０ １００．０

区 分 調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率

現 年 課 税 分 ８，８２７ ８，２５７ ０ ５７０ ９３．５

滞 納 繰 越 分 ４，０６６ ６４７ １０８ ３，３１１ １５．９

合 計 １２，８９３ ８，９０４ １０８ ３，８８１ ６９．１



- 72 -

⑥特別徴収一般分（介護納付金分） （単位：千円、％）

⑦普通徴収退職分（医療分） （単位：千円、％）

⑧特別徴収退職分（医療分） （単位：千円、％）

⑨普通徴収退職分（後期支援金分） （単位：千円、％）

⑩特別徴収退職分（後期支援金分） （単位：千円、％）

⑪普通徴収退職分（介護納付金分） （単位：千円、％）

⑫特別徴収退職分（介護納付金分） （単位：千円、％）

区 分 調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率

現 年 課 税 分 ０ ０ ０ ０ ―

合 計 ０ ０ ０ ０ ―

区 分 調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率

現 年 課 税 分 １１，５４９ １１，４０３ ０ １４６ ９８．７

滞 納 繰 越 分 １，３４１ ２０４ ０ １，１３７ １５．２

合 計 １２，８９０ １１，６０７ ０ １，２８３ ９０．０

区 分 調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率

現 年 課 税 分 ０ ０ ０ ０ ―

合 計 ０ ０ ０ ０ ―

区 分 調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率

現 年 課 税 分 ２，３０１ ２，２６４ ０ ３７ ９８．４

滞 納 繰 越 分 １４４ ２２ ０ １２２ １５．３

合 計 ２，４４５ ２，２８６ ０ １５９ ９３．５

区 分 調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率

現 年 課 税 分 ０ ０ ０ ０ ―

合 計 ０ ０ ０ ０ ―

区 分 調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率

現 年 課 税 分 ２，１８９ ２，１５２ ０ ３７ ９８．３

滞 納 繰 越 分 ２０６ ３４ ０ １７２ １６．５

合 計 ２，３９５ ２，１８６ ０ ２０９ ９１．３

区 分 調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率

現 年 課 税 分 ０ ０ ０ ０ ―

合 計 ０ ０ ０ ０ ―
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３．国県支出金収入状況 （単位：千円、％）

４．医療費の状況

一般被保険者＋退職被保険者等の医療費の状況 被保険者数の年間平均 ２，４４３人（3-2月平均）

５．被保険者の異動状況 （単位：世帯、人）

６．国民健康保険運営協議会

区 分 平成２５年度 平成２４年度 増 減 率

国
庫
支
出
金

療 養 給 付 費 等 負 担 金 １３５，４６０ １０９，８４６ ２３．３

高額医療費共同事業負担金 ４，４７２ ４，７９０ △６．６

特定健康診査等負担金 ８０３ ７７５ ３．６

普 通 調 整 交 付 金 ３８，３３８ ３３，４２８ １４．７

特 別 調 整 交 付 金 ５７１ ７６０ △２４．９

高齢者医療制度円滑運営

事 業 費

１３６ １３５ ０．７

計 １７９，７８０ １４９，７３４ ２０．１

県
支
出
金

高額医療費共同事業負担金 ４，４７２ ４，７８９ △６．６

特定健康診査等負担金 ８０３ ７７５ ３．６

普 通 県 調 整 交 付 金 ２２，９６６ ３０，５５５ △２４．８

特 別 県 調 整 交 付 金 ４９，０６３ ３１，５６４ ５５．４

計 ７７，３０４ ６７，６８３ １４．２

合 計 ２５７，０８４ ２１７，４１７ １８．２

区 分
件 数

件

日 数

日

費用額

千円

受診率

％

１件当り

日数

１件当り

費用額 円

１人当り

費用額 円

療

養

の

給

付

費

等

診

療

費

入 院 ４４６ ６，５３５ ２２４，８７０ １８．３ １４．７ ５０４，１９３ ９２，０４７

入院外 １９，８９３ ３１，９８７ ３０５，９９２ ８１４．３ １．６ １５，３８２ １２５，２５３

歯 科 ４，４９６ ８，６２８ ４８，９４１ １８４．０ １．９ １０，８８５ ２０，０３３

小 計 ２４，８３５ ４７，１５０ ５７９，８０３ １，０１６．６ １．９ ２３，３４６ ２３７，３３２

調 剤 １３，０２５ （１６，９１３枚） １５１，０３８ ５３３．２ １．３ １１，５９６ ６１，８２５

食 事 療養 再計（４１７） 再計（１６，２０６回） １０，９１４ １７．１ ３８．９ ２６，１７３ ４，４６７

訪 問 看護 ４ ９ １０６ ０．２ ２．３ ２６，５００ ４３

計 ３７，８６４ ４７，１５９ ７４１，８６１ １，５４９．９ １．２ １９，５９３ ３０３，６６８

高 額 療 養 費 １，１８７ ― ６８，６８２ ― ― ５７，８６２ ―
そ

の

他

の

給

付

出 産 費 ７ ― ２，９４０ ― ― ４２０，０００ ―

葬 祭 費 １１ ― ５５０ ― ― ５０，０００ ―

計 １８ ― ３，４９０ ― ― ― ―

区 分 平成２５年度末

Ａ

平成２４年度末 増 減
平成２５年度末

住民基本台帳数値

Ｂ

加入率

Ａ／Ｂ

％

世 帯 １，３３３ １，３２６ ７ ２，８７７ ４６．３

被保険者 ２，４０９ ２，４２６ △１７ ７，６５９ ３１．５

うち介護第２号被保険者 ８４６ ８８８ △４２ － －
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年２回開催し、予算（案）に関すること、財政状況等について審議した。

７．保健事業

（１）特定健康診査・特定保健指導

４０歳以上の加入者を対象に、生活習慣病の前段階であるメタボリックシンドローム（内臓脂肪症候

群）の危険性がある方を早期に発見し、予防と解消を目的とした特定健康診査・特定保健指導を実施し

た。

※ 特定健康診査・・・個別又は、集団受診方式、自己負担１，０００円

（２）生活習慣病予防検診（人間ドック）補助事業

健康保持増進、疾病の予防、早期発見、早期治療の促進のために、検診費の一部を補助した。

＊補助額 満５０歳及び満６０歳に達する者 ２８，０００円（上限額）

上記以外の者 ２０，０００円（上限額）

８．退職者医療制度

会社などを退職し、年金を受給している方及びその家族を対象として、退職者医療制度を実施した。

９．制度周知等

国民健康保険制度について周知するため、広報ながとろに関連する記事を掲載した。

また、国民健康保険加入手続き時や被保険者証の更新にあわせて、制度周知のための冊子及びエイズの

正しい知識の普及啓発のための冊子を配布した。

１０．基金運用状況 （単位：円）

区 分 対象者(人) 受診者(人) 受診率(％)

特定健康診査 １，９０９ ４４７ ２３．４

特 定

保 健

指 導

動機付け支援 ８５ ５１ ６０．０

積極的支援 ２５ １３ ５２．０

受診者数 補 助 額

１５１人 ３，０８５，４００円

区 分 平成２５年度末 平成２４年度末 増 減

対象世帯
単 独 世 帯 ８１世帯 ７９世帯 ２世帯

混 合 世 帯 ４６世帯 ４９世帯 △３世帯

対象者数

退職者本人 １３９ 人 １３５ 人 ４ 人

被 扶 養 者 ４３ 人 ４１ 人 ２ 人

計 １８２ 人 １７６ 人 ６ 人

基 金 名
２ ４ 年 度 末

現 在 高
積 立 金 額 繰入金額

２ ５ 年 度 末

現 在 高
備 考

保険給付費支払基金 46,296,000 50,000 0 46,346,000

国民健康保険高額療養費

支 払 資 金 貸 付 基 金
1,000,000 0 0 1,000,000
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第 2 介護保険特別会計

高齢化の進展に伴い、要介護高齢者の増加、介護期間の長期化など介護ニーズはますます増加していく中、

一方では核家族化の進行、介護する家族の高齢化など、要介護高齢者を支えてきた家族をめぐる状況も変化

し、高齢者の介護を社会全体で支えあう仕組みとして介護保険制度が創設された。

当町の平成２５年度末における６５歳以上の第１号被保険者数は、前年度末と比較して６６人増（２．７％）

の２，４７６人で、総人口の３２．３％を占め、第１号被保険者のいる世帯数は前年度末と比較して３２世

帯増（１．９％）の１，６９５世帯で、総世帯数の５８．９％を占めた。

また、本年度の歳入決算額は６億８４２７万７千円、歳出決算額は６億４，８９８万４千円で、形式収支

は３，５２９万３千円の黒字となった。

介護サービスには在宅サービスや地域密着型サービス、施設サービスなどがあり、介護度や介護ニーズに

合わせた様々なサービスが利用できるが、今後保険給付費が増加していく中で、介護保険の対象にならなか

った高齢者への町が行う介護予防事業（地域支援事業）の役割が大切となっていく。

１．平成２５年度介護保険特別会計決算状況

区 分
決 算 額

千円

構成比率

％

前年度決算額

千円

構成比率

％

増減率

％

歳

入

保 険 料 １３１，３７７ １９．２ １２６，３５６ １９．５ ４．０

使用料及び手数料 １ ０．０ ３ ０．０ △６６．７

国 庫 支 出 金 １５２，３４５ ２２．３ １３９，９８３ ２１．５ ８．８

支払基金交付金 １７９，９１０ ２６．３ １６９，８９５ ２６．２ ５．９

県 支 出 金 ９８，３５６ １４．４ ９５，８９２ １４．８ ２．６

財 産 収 入 ６８ ０．０ ６６ ０．０ ３．０

繰 入 金 ９２，０２６ １３．４ ８６，２６８ １３．３ ６．７

繰 越 金 ２９，７２１ ４．３ ３０，２２５ ４．６ △１．７

諸 収 入 ４７３ ０．１ ６９５ ０．１ △３１．９

合 計 ６８４，２７７ １００．０ ６４９，３８３ １００．０ ５．４

歳

出

総 務 費 １２，２０７ １．９ １１，２６２ １．８ ８．４

保 険 給 付 費 ６１３，１２０ ９４．４ ５８１，３０８ ９３．８ ５．５

地域支援事業費 １３，９８１ ２．２ １２，９０２ ２．１ ８．３

財政安定化基金拠出金 ０ ０．０ ０ ０．０ －

基 金 積 立 金 １，２０３ ０．２ ２，０９９ ０．３ △４２．６

諸 支 出 金 ８，４７３ １．３ １２，０９１ ２．０ △２９．９

合 計 ６４８，９８４ １００．０ ６１９，６６２ １００．０ ４．７

歳入歳出差引額 ３５，２９３ ２９，７２１
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２．介護保険料賦課徴収状況

（１）所得段階別被保険者数

保険料基準年額（第４段階）：５４，０００円 （単位：人）

（２）収納状況

◎全体

◎特別徴収

◎普通徴収

区 分 特別徴収 普通徴収
普徴・特

徴(併用)
合 計 構成比(%)

第１段階

基 準 額

× ０.５

老齢福祉年金受給者で世帯全員非課税、

生活保護受給者
５ ７ ０ １２ ０．５

第２段階

基 準 額

× ０.５

世帯全員非課税・課税年金収入額+合計

所得金額８０万円以下
３１４ ５０ ０ ３６４ １４．７

特例第３段階

基 準 額

× ０.７５

世帯全員非課税・課税年金収入額+合計

所得金額８０万円越１２０万円以下
１１８ １０ ０ １２８ ５．２

第３段階

基 準 額

× ０.７５

世帯全員非課税・課税年金収入額+合計

所得金額１２０万円越
１３８ １０ ０ １４８ ５．９

特例第４段階

基 準 額

× ０．９

世帯課税・本人非課税・課税年金収入額+合

計所得金額８０万円以下
４２３ ６２ ３ ４８８ １９．７

第４段階

基 準 額

× １.０

世帯課税・本人非課税・課税年金収入額+合

計所得金額８０万円超
３５２ １２ ０ ３６４ １４．７

第５段階

基 準 額

× １.２５
本人課税・合計所得金額１９０万円未満 ６２４ ８２ ０ ７０６ ２８．６

第６段階

基 準 額

× １.５
本人課税・合計所得金額１９０万円以上 ２２１ ４４ １ ２６６ １０．７

区 分
調 定 額

千円

収 入 済 額

千円

不納欠損額

千円

収入未済額

千円

収 納 率

％

現年賦課分 １３１，２９６ １３０，６６９ １４ ６１３ ９９．５

滞納繰越分 １，３７９ ７０８ ５６ ６１５ ５１．３

合 計 １３２，６７５ １３１，３７７ ７０ １，２２８ ９９．０

平成２４年度収入額： １２６，３５６千円 収納率： ９８．９％

区 分
調 定 額

千円

収 入 済 額

千円

不納欠損額

千円

収入未済額

千円

収 納 率

％

現年賦課分 １２０，１１９ １２０，１１９ － ０ １００．０

区 分
調 定 額

千円

収 入 済 額

千円

不納欠損額

千円

収入未済額

千円

収 納 率

％

現年賦課分 １１，１７７ １０，５５０ １４ ６１３ ９４．４

滞納繰越分 １，３７９ ７０８ ５６ ６１５ ５１．３
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３．保険給付費支出状況

（１）保険給付費（審査支払手数料、高額介護サービス費及び特定入所者介護サービス費を除く）

◎居宅介護サービス給付費明細

◎地域密着型介護サービス給付費明細

◎施設介護サービス給付費明細

合 計 １２，５５６ １１，２５８ ７０ １，２２８ ８９．７

区 分

件 数

件

費 用 額

千円

支 給 額

千円

１件当り

費 用 額

千円

１件当り

支 給 額

千円

介
護
サ
ー
ビ
ス

居 宅 介 護 ４，４９６ ２４９，３１８ ２２４，３８６ ５５ ５０

地域密着型 ９９ ２７，２９４ ２４，５６５ ２７６ ２４８

施 設 介 護 １，０３６ ２７７，５９９ ２５０，１７４ ２６８ ２４１

福祉用具購入 ２６ ５９４ ５３５ ２３ ２１

住 宅 改 修 １６ １，７６８ １，５４５ １１１ ９７

居宅介護計画 ２，２５８ ２７，３１３ ２７，３１３ １２ １２

計 ７，９３１ ５８３，８８６ ５２８，５１８ ７４ ６７

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス

介 護 予 防 １，４６５ ４７，３３１ ４２，５９８ ３２ ２９

地域密着型 １２ ６２１ ５５９ ５２ ４７

福祉用具購入 １０ ２２７ ２０４ ２３ ２０

住 宅 改 修 ８ １，３６１ １，２２５ １７０ １５３

介護予防計画 １，１２６ ４，７４１ ４，７４１ ４ ４

計 ２，６２１ ５４，２８１ ４９，３２７ ２１ １９

合 計 １０，５５２ ６３８，１６７ ５７７，８４５ ６０ ５５

区 分

件 数

件

費 用 額

千円

支 給 額

千円

１件当り

費 用 額

千円

１件当り

支 給 額

千円

訪 問 介 護 ７４９ ３０，２７５ ２７，２４７ ４０ ３６

訪 問 入 浴 介 護 ３４ ２，４５２ ２，２０７ ７２ ６５

訪 問 看 護 １２２ ３，７０３ ３，３３３ ３０ ２７

訪 問 リ ハ ビ リ ６２ １，２４１ １，１１７ ２０ １８

居宅療養管理指導 ８２ ５９２ ５３３ ７ ７

通 所 介 護 １，６８９ １３１，３６３ １１８，２２７ ７８ ７０

通 所 リ ハ ビ リ ４１７ ３０，８０７ ２７，７２６ ７４ ６６

短期入所生活介護 ３５８ ３１，７７０ ２８，５９３ ８９ ８０

短期入所療養介護

（介護老人保健施設）
１０ ３５３ ３１７ ３５ ３２

福 祉 用 具 貸 与 ９５２ １３，０８３ １１，７７５ １４ １２

特定施設入居者生活介護 ２１ ３，６７９ ３，３１１ １７５ １５８

合 計 ４，４９６ ２４９，３１８ ２２４，３８６ ５５ ５０

区 分

件 数

件

費 用 額

千円

支 給 額

千円

１件当り

費 用 額

千円

１件当り

支 給 額

千円

認知症対応型共同生活介護 ９９ ２７，２９４ ２４，５６５ ２７６ ２４８

合 計 ９９ ２７，２９４ ２４，５６５ ２７６ ２４８
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◎介護予防サービス給付費明細

◎地域密着型介護予防サービス給付費明細

（２）審査支払手数料

…介護給付費請求書の審査支払業務を行う国民健康保険団体連合会に対する手数料

（３）高額介護サービス費

（４）高額医療合算介護サービス費

区 分

件 数

件

費 用 額

千円

支 給 額

千円

１件当り

費 用 額

千円

１件当り

支 給 額

千円

老 人 福 祉 施 設 ７３４ １９３，２５２ １７４，２６３ ２６３ ２３７

老 人 保 健 施 設 ２９８ ８３，２７８ ７４，９５０ ２７９ ２５２

療養型医療施設 ４ １，０６８ ９６１ ２６７ ２４０

合 計 １，０３６ ２７７，５９８ ２５０，１７４ ２６８ ２４１

区 分

件 数

件

費 用 額

千円

支 給 額

千円

１件当り

費 用 額

千円

１件当り

支 給 額

千円

訪 問 介 護 ２８０ ５，５３２ ４，９７９ ２０ １８

訪 問 看 護 １０ ３２１ ２８９ ３２ ２９

訪 問 リ ハ ビ リ ２１ ３７９ ３４１ １８ １６

居宅療養管理指導 ２ １５ １４ ８ ７

通 所 介 護 ６８６ ２５，８３９ ２３，２５５ ３８ ３４

通 所 リ ハ ビ リ ２７３ １１，４８５ １０，３３６ ４２ ３８

短期入所生活介護 ９ ２６２ ２３５ ２９ ２６

福 祉 用 具 貸 与 １６４ ６１５ ５５４ ４ ３

特定施設入居者生活介護 ２０ ２，８８３ ２，５９５ １４４ １３０

合 計 １，４６５ ４７，３３１ ４２，５９８ ３２ ２９

区 分

件 数

件

費 用 額

千円

支 給 額

千円

１件当り

費 用 額

千円

１件当り

支 給 額

千円

小規模多機能型居宅介護 １２ ６２１ ５５９ ５２ ４７

合 計 １２ ６２１ ５５９ ５２ ４７

件 数

件

支 払 額

円

１０，４１３ ７８１，１２５

件 数

件

支 給 額

円

１件当りの支給額

円

１，０２９ ９，７４２，９５８ ９，４６８

件 数

件

支 給 額

円

１件当りの支給額

円

５６ １，５１３，２５９ ２７，０２２
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（５）特定入所者介護（予防）サービス費

４．要介護（要支援）認定状況

（１）申請件数

被保険者が介護保険の認定を受けるための申請件数は、前年度と比較して４２件減の４８６件（うち

申請取り下げ１２件）であった。内訳は新規申請９９件（うち申請取り下げ５件）、更新申請３３６件

（うち申請取り下げ３件）、変更申請５１件（うち申請取り下げ４件）であった。変更申請のうち同じ

状態区分の認定による却下件数は、１件であった。

また、要介護状態の区分件数は、申請件数（申請取り下げを除く）４７４件のうち、非該当１件、却

下１件、要支援認定１５７件、要介護認定３１５件であった。

（２）認定者数

平成２６年３月３１日現在の認定者数は、前年度と比較して２３人増（５．２４％増）の４６２人で

あり、総人口の６．０３％（０．３１ポイント増）を占めている。

◎要介護度別認定者数 （単位：人・％）

５．各種減額・免除認定

（１）負担限度額

施設サービス利用者及び短期入所サービス利用者の食費及び居住費（滞在費）にかかる負担限度額の

認定申請が１００件あり、９９件を認定した。

（２）特定負担限度額

介護保険制度の施行前から特別養護老人ホームに入所していた旧措置入所者の食費及び居住費にかか

る特定負担限度額の認定申請が４件あり、減額３件、免除１件、計４件を認定した。

（３）利用者負担額

介護保険制度の施行前から特別養護老人ホームに入所していた旧措置入所者の利用者負担額の減額・

免除の申請が４件あり、免除１件を認定した。

６．地域包括支援センター運営協議会及び地域密着型サービス運営委員会

（１）地域包括支援センター運営協議会を２回開催し、運営状況について協議した。

区 分
件 数

件

支 給 額

円

１件当りの支給額

円

食 費 ８８６ ２２，４４６，３６０ ２５，３３５

居住費（滞在費） ７０ ７９２，０００ １１，３１４

区 分 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

第１号 ５２ ８４ ８０ ７４ ６８ ５０ ４４ ４５２

第２号 ２ ０ ２ ４ ０ １ １ １０

合 計 ５４ ８４ ８２ ７８ ６８ ５１ ４５ ４６２

構成比 １１．７ １８．２ １７．８ １６．９ １４．７ １１．０ ９．７ １００．０
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（２）地域密着型サービス運営委員会を３回開催し、地域密着型サービス事業の状況説明と認知症対応型共

同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の更新指定を行った。

７．介護予防事業

（１）二次予防施策

介護認定には至らないが、早期に対策を取らないと介護保険該当者となってしまう恐れのある方に対

し、生活機能評価基本チェックリストによる調査及び高齢者日常生活圏域ニーズ調査を実施し､両調査

の回答状況を基に生活機能評価を行い、二次予防事業対象者を決定して通所型、訪問型介護予防事業を

行った。

基本チェックリストによる二次予防対象者：７４０名

ニーズ調査による二次予防対象者 ：１４１名

・通所型介護予防事業

・訪問型介護予防事業

（２）一次予防施策

６５歳以上の高齢者に対して、介護予防普及啓発事業を行った。

※元気モリモリ体操は、１２会場で実施した。

元気はつらつサポーター養成事業

岩田地区チャレンジ教室

事業名 開催回数 参加延べ人数 参加実人数

「はつらつ教室」二次予防事業

（運動機能・口腔機能向上プログラム）
３６回 ４１２人 ２３人

事業名 訪問件数

「こころの健康相談」二次予防事業

（うつ予防訪問型事業）
１０件

区 分 開催回数 参加延べ人数

元気モリモリ体操
３９３回

(１２団体)

５，０６７人

(会員数２５６人)

元気モリモリ大会 １回 ９０人

お茶会 １２回 １６７人

新年会 １０回 ２０４人

秋のおひまち ９回 １９２人

区 分 定例会 サポート事業

回 数 ６回 ３２回

延べ人数 ７６人 ９４人

開催回数 参加延べ人数

１２回 １８０人
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パラパラダンス教室

男の栄養教室

足腰らくらく教室（二次予防事業修了者対象事業）

８．地域包括支援センター事業

（１）総合相談業務

高齢者が地域で安心して生活できるよう、高齢者の心身の状況や生活の実態を把握するとともに、相

談を受け必要な支援を行った。

・相談件数

・高齢者虐待対応件数

（２）包括的継続的ケアマネジメント支援業務

関係機関等と連携し高齢者が住みなれた地域で安心して暮らせるよう支援を行った。

９．その他事業

（１）介護用品支給事業

・紙おむつ支給事業

開催回数 参加延べ人数

１０回 １３３人

開催回数 参加延べ人数

１回 １３人

開催回数 参加延べ人数

１４回 ３３人

区 分 件 数

来所による相談受付 １３９件

電話による相談受付 ８７件

訪問による相談受付 ７４０件

文書による相談受付 ０件

合 計 ９６６件

区 分 件 数

通報件数 ３件

通報により訪問等対応した回数 ２９回

区 分 回数・件数

介護支援専門員との連携会議 ９回

介護サービス事業所との連携会議 １回

地域のインフォーマルサービスとの連携

会議（商工会、シルバー人材センター）
１回

介護支援専門員からの相談件数 ４２件

介護サービス事業所からの相談件数 ８件
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在宅で生活しており、常時おむつを必要とする方に対し、紙おむつを支給することにより、本人及

び介護者の負担を軽減し、在宅福祉の向上を図った。

（２）認知症サポーター養成講座事業

認知症に対する正しい知識と対応方法を研修し、認知症の方や家族を支えるためのボランティアを一

般町民及び小学５年生を対象に実施した。

（３）介護家族のつどい

日ごろ介護されている方や関係者が集まって、講演会やや学習会、介護者自身の健康維持のための

情報交換などを定例で行った。

（４）高齢者の生きがいと社会参加支援事業

１０．介護予防給付業務

要支援１、要支援２の方の介護予防支援計画を作成し、生活に関する支援を行った。なお、要介護状

態に陥りそうな方や従前の居宅介護支援事業所の利用を希望される方の介護予防支援計画の作成は、居

宅介護支援事業所に委託した。

１１．基金運用状況

介護保険給付費支払基金 （単位：円）

配布延人数 ３４３人

実人数（年度末） ２９人

支給費総額 １，０３３，４３４円

対 象 実施回数 参加延べ人数

一般の方 ９回 ２７１人

小学５年生 ２回 ７１人

開催回数 参加延べ人数

１０回 ５７人

開催回数 参加延べ人数

２回 １９人

介護予防支援計画作成件数 １，１２６件

委託件数 ４３０件

委託事業者数 １０事業所

平成２４年度末現在高 積 立 金 額 繰 入 金 額 平成２５度末現在高

５７，７４９，０００ １，２０３，０００ ０ ５８，９５２，０００
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第 3 後期高齢者医療特別会計

後期高齢者医療制度は、平成１８年６月２１日に公布された「健康保険法等の一部を改正する法律」によ

り、「老人保健法」が「高齢者の医療の確保に関する法律」に全面的に改正され、高齢者世代と現役世代の医

療費負担を明確にして公平でわかりやすい制度にし、保険財政の安定化を図り、福祉の増進を図ることを目

的に平成２０年４月１日から開始された制度である。

運営は、埼玉県内の全市町村で構成する「埼玉県後期高齢者医療広域連合（以下、「広域連合」という。）」

が行い、町は、保険料の徴収、徴収した保険料の広域連合への納付、給付事業等の窓口受付事務を行ってい

る。

対象となる被保険者は、７５歳以上の方及び一定の障がいがある方で広域連合の認定を受けた６５歳以上

の方となっており、平成２６年３月末現在の被保険者数は１，２３５人となっている。

保険料額は、広域連合議会において決定し、均等割額４１，８６０円、所得割率８．２５％である。なお、

これまで、保険料負担のなかった健保組合などの被用者保険の被扶養者だった方や、所得の少ない方につい

ては、世帯の所得水準に応じて保険料を軽減する措置が設けられている。

保険料の納付方法は、原則、年金からの天引き（特別徴収）となっているが、条件により窓口納付や口座

振替（普通徴収）となっている。

後期高齢者医療特別会計では、保険料の徴収、徴収した保険料の広域連合への納付等を行っている。歳入

決算額は、８，７００万４千円、歳出決算額は、８，５３０万２千円で、形式収支は１７０万２千円の黒字

となった。

１．平成２５年度後期高齢者医療特別会計決算状況

区 分
決算額

千円

構成比率

％

前年度決算額

千円

構成比率

％

増減率

％

歳

入

保 険 料 ６５，８４０ ７５．７ ６３，４２７ ７４．９ ３．８

使用料及び手数料 １ ０．０ ２ ０．０ △５０．０

繰 入 金 １９，１６８ ２２．０ １９，２５８ ２２．７ △０．５

うち保険基盤安定 （１８，１１９） ― （１８，１４０） ― （△０．１）

繰 越 金 １，８７７ ２．２ １，８６３ ２．２ ０．８

諸 収 入 １１８ ０．１ １６８ ０．２ △２９．８

合 計 ８７，００４ １００．０ ８４，７１８ １００．０ ２．７

歳

出

総 務 費 １，１６０ １．３ １，２４９ １．５ △７．１

うち総務管理費 （４４１） ― （４４１） ― （０．０）

うち徴収費 （７１９） ― （８０８） ― （△１１．０）

広域連合納付金 ８４，０９７ ９８．６ ８１，４２４ ９８．３ ３．３

諸 支 出 金 ４５ ０．１ １６８ ０．２ △７３．２

予 備 費 ― ― ― ― ―

合 計 ８５，３０２ １００．０ ８２，８４１ １００．０ ３．０

歳 入 歳 出 差 引 額 １，７０２ ― １，８７７ ― ―
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２．保険料賦課徴収状況

（１）区分別被保険者数（平成２６年３月末）

（単位：人）

※（ ）は、被用者保険の被扶養者であった被保険者数

（２）収納状況

（単位：千円）

区 分 特別徴収 普通徴収 合 計 構成比(%)

一 般 ３９６ ８９ ４８５ ３９．５

２割軽減 １１７ ２９ １４６ １１．８

５割軽減 ９５ （７０） １０ （７） １０５ （７７） ８．５

８．５割軽減 １８４ （２４） ２８ （５） ２１２ （２９） １７．２

９割軽減 ２４９ （６６） ３５ （４） ２８４ （７０） ２３．０

合 計 １，０４１（１６０） １９１（１６） １，２３２（１７６） １００．０

区 分 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額 収納率（％）

現年賦課分 ６５，５６４ ６５，４９０ ０ ７４ ９９．９

特別徴収 ４９，０５３ ４９，０５３ ０ ０ １００．０

普通徴収 １６，５１１ １６，４３７ ０ ７４ ９９．６

滞納繰越分 ６１４ ３５０ ４ ２６０ ５７．０

合 計 ６６，１７８ ６５，８４０ ４ ３３４ ９９．５




